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センター教員・共同研究論考

教育におけるコンピテンシーとは何か 
―その本質的特徴と三重モデル―

松下　佳代
（京都大学高等教育研究開発推進センター）

本稿では、近年の世界的な教育改革のキー概念であるコンピテンシーについて、代表的な事例の検討を
もとに、その本質的特徴を抽出し、「コンピテンシーの三重モデル」を提案した。本質的特徴とは、行為志
向である、ホリスティックで統合的である、要求に応えるものである、生涯を通じて発達・変容する、の4点
である。「コンピテンシーの三重モデル」には、3つの要素（知識、スキル、態度・価値観）、3つの関係性
（対象世界、他者、自己）、3つの層（内的リソース－コンピテンシー（狭義）－行為と省察）という3種類
の三つ組が含まれる。このモデルにそって、本稿では、コンピテンシーを「ある要求・課題に対して、内的リ
ソース（知識、スキル、態度・価値観）を結集させつつ、対象世界や他者と関わりながら、行為し省察す
る能力」と定義した。コンピテンシーをこのように把握することは、カリキュラムと評価に対して、「資質・能力
の3つの柱」の見直し、カリキュラムにおける統合の必要性、PEPA（重要科目に埋め込まれたパフォーマン
ス評価）の提案、コンピテンシーの発達・変容の把握といった具体的な示唆を与える。本稿ではまた、これ
までなされてきたコンピテンシーへの批判を、その本質的特徴にそって検討しながら、コンピテンシーという概
念の意味的な偏りを浮き彫りにした。と同時に、コンピテンシーの「偏り」が「危うさ」に転化しないようにす
るためには、コンピテンシーの評価がどう行われているか、要求が誰の・どんな要求か、を注視する必要があ
ることを指摘した。

キーワード： コンピテンシー（コンピテンス）、コンピテンシーの三重モデル、資質・能力、ケイパビリティ、 
ウェルビーイング

1．問題と目的
「コンピテンシー」（あるいは「コンピテンス」）は21 世
紀前半の世界的な教育改革を牽引してきた概念の一つで
ある。初等・中等教育では、OECD DeSeCo（Definition 
and Selection of Competencies）プロジェクトによる「キー・
コンピテンシー」の提唱以来（Rychen & Salganik, 2003）、
ニュージーランド、オーストラリア、シンガポール、韓国など
多くの国々の教育政策に取り入れられ（松尾，2015；白井，
2020）、また高等教育でも、医学教育を初め、「コンピテン
シー・ベース」の教育への転換が図られてきた（Frank et 
al., 2010）。日本の初等・中等教育では、「キー・コンピテ
ンシー」が、1990 年代半ば以降教育理念として位置づけ
られてきた「生きる力」と同じ志向性をもつ概念として受け
とめられ、さらに、2017･2018 年改訂の学習指導要領では、
コンピテンシーと同義とされる「資質・能力」が、「資質・
能力の3つの柱」として教育目標の中軸に据えられること
になった。また、高等教育でも、2018 年の中央教育審議
会「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」

（以下、「グランドデザイン答申」）で、OECDのコンピテ
ンシー概念が紹介され、「『何を教えたか』から、『何を学
び、身に付けることができたのか』への転換」が明示された。
2017 年度からすべての大学に「3つのポリシー」の策定・
公表が義務化されたなかで、その政策は実効力をもちつつ
ある（杉谷，2019；本宮・石井，2021；松下，印刷中）。
しかしながら、「コンピテンシー」ほど忌避され批判の対
象となってきた概念もそう多くないだろう。日本では、「コンピ
テンシー」はまず企業の人材開発や人事評価の用語として
知られるようになった。朝日新聞の読者対象の調査（2012
年 12月）では、人事評価用語としての「コンピテンシー」
がイライラするカタカナ語の第 1位に挙がっている1。
教育学関連分野では、DeSeCoの「キー・コンピテン

シー」以降、コンピテンシーへの注目が高まり、「資質・能
力」が教育改革のキー概念となってきたこともあって、様々
な議論や批判がなされてきた。教育社会学の中村高康
はその著書『暴走する能力主義』（中村，2018）の中
で、キー・コンピテンシーなどの「新しい能力」は「陳腐



京都大学高等教育研究第27号（2021）

―  85  ―

な能力であって、新しい時代になったからはじめて必要ない
し重要になってきた能力などでは決してない」（p. 24）と論
じ、ギデンズ（Giddens, A.）の「再帰性（reflexivity）」
概念を土台にして、「いま人々が渇望しているのは、『新し
い能力を求めなければならない』という議論それ自体である」
（p. 24）と主張する。
中村の論には首肯できる部分が多いが、筆者らが『〈新

しい能力〉は教育を変えるか―学力・リテラシー・コンピテ
ンシー―』（松下，2010）の中で〈新しい能力〉と呼んだ
その「新しさ」は、能力の中身ではなく、能力の扱われ
方をさすものであった。つまり、「〈新しい能力〉の新しさは、
①多くの国々で共通に、また、初等・中等教育から高等教
育・職業教育、労働政策にいたるまでの幅広い範囲で主
張されていること、②目標として掲げられるだけでなく、評
価の対象とされていること、③知識・技能などの認知的側
面だけでなく、興味・関心などの情意的側面や対人関係
能力などの社会的側面をも含む人間の能力の全体を包含
していること、といった点にある」（松下，2014，p. 15）の
である。
この〈新しい能力〉の世界的展開を、教育方法学の
石井英真は、国家による福祉・公共サービスの縮小と市
場化を特徴とする新自由主義教育改革によるものと指摘
する（石井，2021）。新自由主義の教育改革を、石井は
「コンピテンシー・ベース（competency-based）」、「スタン
ダード・ベース（standards-based）」、「エビデンス・ベース
（evidence-based）」の3つの改革の集合体と捉える。そ
して、コンピテンシー・ベースの改革を「カリキュラムの内
容面において、学問性・文化性と知識内容以上に実用
性・有能性と行為能力（スキル）を重視するもの」であり、
「企業社会の論理に適応する職業訓練へと教育への営み
を矮小化しがちである」（pp. 35f）と批判するのである。
また、教科教育学の分野では、コンピテンシーがもたら
す問題点として知識の軽視が挙げられ、「コンピテンシーの
流行は、ともすれば、本来、学校における教科の教育の
礎であった教科ならではの固有性を見過ごし、どの教科で
もあてはまる汎用的

ママ

の高いジェネリック・スキルへの傾斜を
導きやすい」（伊藤，2021，p. 25）と論じられている。高
等教育においても同様に、今日の共通教育に対し、コンピ
テンスを目標とすることによって、活用・処理の技能に焦点
化し、教養の内実を空洞化させた、という批判がなされて
いる（吉見，2016）。
ただ、こうした批判は、必ずしも、コンピテンシー概念の
特徴を十分捉えたものとはいえない。結論を先取りしていえ
ば、コンピテンシーの育成をめざす教育は、「企業社会の
論理」に与するものばかりではないし、「職業訓練」に限

定されたものでもない。また、知識や教科ならではの固有
性を軽視して「汎用性」のみを強調するものでもない。そ
れらはコンピテンシーの本質的特徴ではないのである。一
方で、コンピテンシーという概念には、上記のような批判を
呼び込む性格が備わっていることもまた否定できない。
そこで本稿では、いくつかの代表的なコンピテンシー（コ

ンピテンス）の例を取り上げ、コンピテンシーとは何かに迫っ
ていくことにしたい。取り上げるのは、OECDのDeSeCo
とEducation 2030という2つのプロジェクト、欧州評議会
の「民主主義文化のためのコンピテンス」、および医学教
育分野におけるコンピテンシーである。コンピテンシー（コ
ンピテンス）の育成をめざす教育は数多くの組織・分野で
提唱されているが、それらを網羅的に取り上げるのは不可
能である。そこで、本稿では、学術的な知見に裏づけら
れ、大きな影響力をもち、なおかつコンピテンシー（コンピテ
ンス）という概念や対象とする範囲の幅広さを示すものを選
んだ。なお、教育用語としての系譜については、人材開
発・人事評価用語との違いも含めて論じたことがある（松
下，2010）。また、近年の高等教育政策への導入と現状
の批判的検討については、松下（印刷中）を参照してい
ただきたい。
以下ではまず、「コンピテンシー」という用語の意味と語
法を「コンピテンス」「資質・能力」との異同を通じて論じ
る（第 2章）。次にコンピテンシー（コンピテンス）概念に
ついて、OECDの2つのプロジェクト、欧州評議会、医学
教育という多様な組織や分野での概念を紹介し、検討する
（第 3章）。ついで、そこに共通してみられる本質的特徴
を抽出し、その上で独自のモデルである「コンピテンシーの
三重モデル」を提案するとともに（第 4章）、それらがもつ
カリキュラムと評価への示唆について論じる（第 5章）。さ
らに、コンピテンシーの本質的特徴に即して、コンピテンシー
への批判に応答しながら、この概念が内包する偏りと危うさ
を浮き彫りにする（第 6章）。
このような手続きによって、コンピテンシーの本質的特徴を
描き出し、批判も視野に入れながら、この概念の意味を明
らかにすることが、本稿の目的である。

2．「コンピテンシー」という用語
2.1．「コンピテンシー」と「コンピテンス」
人文・社会科学系の用語には、往々にして、いわゆ

る「ジングル・ジャングルの誤謬（jingle-jungle fallacies）」
がみられる。「ジングル・ジャングルの誤謬」とは、実際は
異なるものなのに同じ名前が付いているために、同じもので
あると錯覚してしまうこと（ジングルの誤謬）、および、実際
は（ほぼ）同じものなのに異なる名前が付いているために、
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異なるものであると錯覚してしまうこと（ジャングルの誤謬）
をまとめた呼び名である。
「コンピテンシー」もその例に漏れない。そこで、コンピテ
ンシーの概念について検討する前に、「コンピテンシー」と
いう用語についてみておこう。まず取り上げるのは、「コンピ
テンシー」と「コンピテンス」の異同である。
フランス語の compétence、ドイツ語のKompetenz2に対
応する語として、英語には、competenceとcompetencyと
いう2つの語がある。両者の区別については、competence
を総称的・理論的な概念、competencyを個別具体的な概
念として使い分けるやり方がもともとは一般的であった（ス
ペンサー・スペンサー，2001，p. iii）。ただし、複数形とし
ては、competenceに対して competencesとcompetencies
の両方が使われ、区別がしにくい。OECDの文書でも近
年は competenceとcompetencyがほぼ互換的に使われて
いる。また邦訳では、煩雑さを避けて「コンピテンシー」
で統一される傾向にある。
一方、教育学の古くからの理念を表す場合は competence

が使われており（Brezinka, 1989）、また、competenceが
performanceの対概念であることもわかりやすい。
したがって、本稿では、総称的・理論的概念と個別具
体的な概念という区別を基本としながら、引用の場合は原
著の表記に従うという方針で、両者を併用することにした。

2.2．「コンピテンシー」と「資質・能力」
次に、「コンピテンシー」と「資質・能力」の異同につ

いてみよう。
前述のように、2017･2018 年に告示された学習指導要
領では、それまでの「学力の3要素」に代わって「資
質・能力の3つの柱」が初等・中等教育での中核的な目
標として掲げられた。また、高等教育でも、「教学マネジメ
ント指針」（中央教育審議会大学分科会，2020）において、
「学位を与える課程（学位プログラム）が、学生が必要
な資質・能力を身に付ける観点から最適化されているかと
いう『学修者目線』で教育を捉え直す」（p. 1）ことが求
められている。
このように、近年の教育政策において教育課程の中軸に
据えられるようになった「資質・能力」も「コンピテンシー」
と関係の深い用語であり、両者はほぼ同義の語として使
われている。実際、学習指導要領改訂の方向性を示し
た2016 年の中央教育審議会「幼稚園、小学校、中学
校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改
善及び必要な方策等について（答申）」では、OECDの
コンピテンシー概念が引用され、「内容（コンテンツ）重視
か、資質・能力（コンピテンシー）重視か」ではなく両者

の相互関係を捉えるべきであると主張されている3。
だが、教育政策用語に慣れていない人は、「資質」が
教育目標に掲げられることに違和感を覚えるだろう。「資
質」の辞書的定義は「生まれつきの性質や才能」（『広
辞苑』第 6版）であり、日常用語としてはほぼそのような
意味で使われるからである。生得的な性質・才能が、なぜ、
後天的な教育という働きかけの目標になりうるのだろうか。
「資質」という言葉が教育目標として頻繁に登場するよ
うになったのは、2006 年の教育基本法改正以降である4。
この改正によって、義務教育の目的が新たに「各個人の
有する能力を伸ばしつつ社会において自立的に生きる基礎
を培い、また、国家及び社会の形成者として必要とされる
基本的な資質を養うこと」（第 5条第 2項）と規定された。
第 1条の「教育の目的」にも「国家及び社会の形成者
として必要な資質」という規定がある（ちなみに改正前の
教育基本法では「資質」はまったく使われていなかった）。
「資質」について、改正教育基本法の解説書では、「能
力や態度、性質などを総称するものであり、教育は、先天
的な資質を更に向上させることと、一定の資質を後天的に
身に付けさせるという両方の観点をもつものである」（田中，
2007，p. 33）と説明されており、2016 年の中教審答申でも、
この解釈を受ける形で「資質・能力」が用いられている5。
つまり、教育行政用語としての「資質」は、日常用語の

ように生得的な性質・才能に限られるのではなく、後天的
にも獲得されるものとみなされており、だからこそ、教育の目
的・目標として位置づけうると考えられているのである。
ただ、そうだとすると、教育や環境などの後天的要因と
素質的 ･生得的要因の複合の結果、個人の中に形成さ
れるもの、という点では、「能力」と変わるところがない。に
もかかわらず、なぜ、わざわざ「資質」を加える必要があっ
たのだろうか。改正教育基本法では、第 2条に「教育の
目標」が新設され、5つの目標すべてに「態度」（真理を
求める態度、社会の形成・発展に寄与する態度、環境の
保全に寄与する態度、国際社会の平和と発展に寄与する
態度）が含まれている。「教育の目的」をより具体化したも
のが「教育の目標」であることを考えると、「資質」は知 
識・スキルなどの認知能力よりむしろ、態度の上位概念とし
て位置づけられていると考えることができる。
コンピテンシーは後述するように、知識、スキル、態度・
価値観を結集する能力のことであるから、認知能力にとどま
らないという点では「資質・能力」と親和性が高い。ただし、
それらの関係づけ方やめざす方向性においては違いがある
こともつけ加えておきたい。
以上の「コンピテンシー」をめぐる用語の検討をふまえ、
次にコンピテンシーという概念の検討に移ろう。
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3．コンピテンシー概念の展開
3.1．教育目的としてのコンピテンス 6

教育学の多義的で曖昧な用語を分析哲学的アプロー
チによって明晰化しようとしたドイツの教育学者ブレツィンカ
（Brezinka, W.）は、「教育目的としてのコンピテンス」に
ついて論じている（Brezinka, 1989）。能力を表す英語に
は、competence/competency以外にも、ability、capacity、
capability、powerなど様々な語があるが、それらと異なる
competenceの特徴はどこにあるのか。ブレツィンカの論考
はこのような疑問に答えてくれるものにもなっている。
ブレツィンカによれば、コンピテンスは、古くは古代ギリ

シャ・ローマにまでさかのぼることのできる世界で最も古い
教育目的の一つである。コンピテンスをもつことは、古代ギ
リシャでは aretè（アレテー）、古代ローマでは virtus（ヴィ
ルトゥス）とされた。どちらも英語の virtue（美徳）につな
がる言葉である。
ブレツィンカは、コンピテンスを、「ある特定の要求に対し
て最大限にまで応えることのできる、比較的永続性をもった
人格の特質」であり、「個人の努力を通じて獲得され、コ
ミュニティによって肯定的に価値づけられる」（p. 78）もの
と定義する。ここには、コンピテンスの特徴が凝縮して示さ
れている。
第一に、それは、「要求」、あるいは「人生が自分に
差し出す課題」に対して応えられる、ということを意味する。
そうした要求や課題は、特定の状況から生まれるか、誰
か外部の人間によって課されるか、あるいは人が自分自身
に課すものである。「最大限にまで応える」というとき、何が
「最大限」かは人によって異なる。
第二に、その要求は一般的に存在するわけではなく、常

に「ある特定の要求」である。人は、ある種類の課題
を遂行（perform）することができることによって、有能だ
（competent）7とみなされる。特定の課題に言及すること
なく一般的に、「あの人は有能だ（competent）」ということ
はできない。
第三に、コンピテンスは、個人の努力の結果として獲得

される。コンピテンスは生まれつきの特質ではないし、ひとり
でに発達するものでもなければ、偶発的な学習によって形
成されるものでもない。コンピテンスは意図的な学習を必要
とし、行為を繰り返し行うことを通じて獲得される特質である。
第四に、そうして獲得されるコンピテンスは、その人が属

するコミュニティによって肯定的に価値づけられるものである。
このようなコンピテンスの特徴は、次にみるDeSeCoのコ

ンピテンス概念など、現代のコンピテンス概念にもかなりの
程度引き継がれている。

3.2．OECD DeSeCoのコンピテンスとキー・コンピテンシー
（1）コンピテンス・モデル 8

OECD の DeSeCo（Definit ion and Selection of 
Competencies）プロジェクト（1997～2003）が提案した
コンピテンスやキー・コンピテンシーの概念は、冒頭にも
述べたように、世界の教育改革に大きな影響をもたらし、
McClelland（1973）以降、主に人材開発用語として使わ
れてきたこの概念に、教育用語として確かな位置を与えるこ
ととなった。

DeSeCoでは、まず、コンピテンスを定義し、その定義
の上にキー・コンピテンシーを選択している。コンピテンスと
は、「ある特定の文脈における複雑な要求に対し、心理社
会的な前提条件（認知的側面・非認知的側面の両方を
含む）の結集（mobilization）を通じてうまく対応する能力」
（Rychen & Salganik, 2003, p. 43）である。その特徴は、
「コンピテンスのホリスティック・モデル」「内的構造と文脈
依存性をもったコンピテンスへの機能的アプローチ」というフ
レーズに集約されている。

DeSeCoのコンピテンス・モデルは「要求」「文脈」
「内的構造」からなる。コンピテンスをもっているというのは、
「単に、構成要素となるリソースをもっているということでは
なく、そうしたリソースを、複雑な状況のもとでそれにふさわ
しいときに、適切に『結集し』、『編成する（orchestrate）』
ことができるということをも意味する」（p. 45）のである。
「心理社会的な前提条件」という表現はわかりにくいが、
「内的構造」や「構成要素となるリソース」とも言い換え
られているように、要求に先立って個人の内にあり、ある文
脈（状況）の中で要求に応えようとするときに内的リソースと
して働く構成要素のことである。
このように、DeSeCoのコンピテンスは、ある文脈におけ
る要求に応える能力として捉えられており、ブレツィンカの整
理した伝統の中にあることがわかる。
（2）キー・コンピテンシー
こうしたDeSeCoのコンピテンス概念の特徴は、キー・コ

ンピテンシーの中身をみることでいっそう明確になる。キー・
コンピテンシーとは、「［個人］の人生の成功」と「うまく機
能する社会」に資するコンピテンシーであり、人生の様 な々
局面にレリバンス（関連性）をもち、すべての個人にとって
重要とみなされるコンピテンシーとされる。そうしたキー・コン
ピテンシーとして選択されたのが、<1>「道具を相互作用
的に用いる」、<2>「異質な人々からなる集団で相互に関
わりあう」、<3>「自律的に行動する」という3つのカテゴ
リーであった（表 1参照）。
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表 1　OECD-DeSeCoのキー・コンピテンシー

〈カテゴリー1〉
道具を相互作用
的に用いる

A　 言語、シンボル、テクストを相互作用的に
用いる

B　知識や情報を相互作用的に用いる
C　テクノロジーを相互作用的に用いる

〈カテゴリー2〉
異質な人々からな
る集団で相互に
関わりあう

A　他者とよい関係を築く
B　チームを組んで協同し、仕事する
C　対立を調整し、解決する

〈カテゴリー3〉
自律的に行動する

A　大きな展望の中で行動する
B　 人生計画や個人的プロジェクトを設計し、
実行する

C　 権利、利害、限界、ニーズを擁護し、主
張する

（出典）OECD（2005）より訳出の上、表作成。

一見すると、これらのカテゴリーは他の能力リストと大して
代わりばえしないようにみえるかもしれないが、そうではない。
多くの能力リストが、個人の内的な属性として捉えられてい
るのに対し、キー・コンピテンシーは、個人の内的な属性と
文脈との「相互作用」として捉えられている。
また、3つのキー・コンピテンシーは、多くの能力リストの

ように並列されているのではなく、3次元座標のような構造
をもつものとみなされている。文脈によってそのウェイトや内
容は変わるものの、常に3つのカテゴリーは組み合わさって
機能する。佐藤（1995）の「学びの三位一体論」をふ
まえていえば、対象世界との関係、他者との関係、自己と
の関係という3つの軸で能力を捉えているということができる。
そして、その中心には、相違や矛盾を扱う力、社会的圧
力から距離を取り批判的な判断を行う力としての「省察性
（reflectivity）」9が据えられている。
このように、キー・コンピテンシーのオリジナリティは、能
力概念を個人の内部から、個人が対象世界や道具、他
者と出会う平面へと引き上げたことにあった。そこでの能力
は、関係の中で現出するものでありつつ、個人に所有され
るものでもある。すなわち、関係論と所有論、関係的能力
観と個体的能力観 10の交差する場所で能力を捉えようとし
たのである。

3.3．OECD Education 2030のコンピテンシー
（1）DeSeCo 2.0

DeSeCoプロジェクトが終了して10 年あまりのち、2015
年から、OECD Future of Education and Skills 2030（OECD 
Education 2030）プロジェクトが開始された（OECD, 
2019；白井，2020）。
このプロジェクトはフェーズ Ⅰ（2015～2019）、フェーズ Ⅱ

（2019～）に分かれており、フェーズ Ⅰ では「今日の生徒
が成長し（thrive）、よりよい未来を形づくっていくには、どん

な種類のコンピテンシーが必要なのか」が、フェーズ Ⅱ では
「システム・学校・教師は、どうすれば学習環境を効果的
にデザインできるか」が、それぞれ問いとして設定されている。
つまり、フェーズ Ⅰ では能力や学習に、フェーズ Ⅱ では教育
に焦点が合わされている。
フェーズ Ⅰ のプロジェクトは「DeSeCo 2.0」とも呼ばれ、
理論先行だった「キー・コンピテンシー」を教育現場でより
使いやすいものにすると同時に概念的にも発展させることを
意図していた。とりわけ、そのプロジェクトが、東日本大震
災後の創造的教育復興をめざして取り組まれた「OECD
東北スクール」11の活動を内包していたこと、そのような
実践と概念づくりが平行して進められたことは特筆に値する
（OECD, 2019）。

OECD Education 2030では、プロジェクトの進行にした
がって、複数のモデルが少しずつ形を変えながら提案され
てきた（白井，2020；雨宮・柄本，2021）。当初はコンピテ
ンシーに関するモデルだったのが、最終的なモデルである
OECD Learning Compass 2030（OECD, 2019）では、コ
ンピテンシーは、生徒が VUCAの世界（変化の激しい不
確実で複雑かつ曖昧な世界）を歩み、切り拓いていくため
の「ラーニング・コンパス（学びの羅針盤）」として位置づ
けられ、「AARサイクル」「エージェンシー」といった新し
い概念を含む学習モデル全体の中に組み込まれている。
（2）コンピテンシー概念の拡張と具体化
フェーズ Ⅰ での概念的な検討の成果は、コンセプトノート・
シリーズ（OECD, 2019）に総括されており、その日本の教
育への示唆は白井（2020）で論じられている。本稿では、
これらをもとに、DeSeCoキー・コンピテンシーと比較しながら、
OECD Education 2030におけるコンピテンシーの特徴を整
理しておこう12。
①コンピテンシーの構成と内容
コンピテンシー（コンピテンス）は、「世界と関わり世界
で行為するために、学習のプロセスに対する省察的なアプ
ローチとともに、知識、スキル、態度・価値観を結集する
能力」（OECD, 2016, p. 2）と定義されている。この定義
は、大筋ではDeSeCoの定義を受け継いでいるが、以前
の「コンピテンスの内的構造」が知識（knowledge）、ス
キル（skills）、態度・価値観（attitudes & values）という
KSAで整理されている13。

OECD Education 2030のコンピテンシー概念の独自性
は、「中核的な基盤（core foundations）」（＝カリキュラム
全体にわたってさらなる学習の前提となる基本的条件であ
り、中核となるスキル、知識、態度・価値観を含む）だ
けでなく、「変革をもたらすコンピテンシー（transformative 
competencies）」にまで射程を広げたことにある。変革をも
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たらすコンピテンシーには、「新しい価値を創造する」「対
立やジレンマに対処する」「責任をもつ」が含まれている。
Brezinka（1989）が指摘するように、要求に応えられると
いうのはコンピテンスの特徴であり、DeSeCoのコンピテンス
概念にも「要求志向」として刻まれていたが、それは社会
への適応に矮小化されかねない。そのくびきを解いて生徒
自らが要求や課題を創り出し社会を変えていくという点を明
示しようとする意図が「変革をもたらすコンピテンシー」には
読みとれる。
②個人と社会のウェルビーイング
とはいえ、その変革は一定の方向性をもっている。それ
が個人と社会のウェルビーイング14である。

DeSeCoでも、「［個人の］人生の成功」と「うまく機能
する社会」がキー・コンピテンシーのめざす先として据えら
れ、前者については「経済的地位」「政治的権利」「社
会的ネットワーク」「個人的満足感」などが、後者につい
ては「経済生産性」「民主的プロセス」「連帯と社会的
結合」「公正、平等」「生態学的持続可能性」などが
挙げられていた（Rychen & Salganik, 2003, Ch. 4）。だが、
個人と社会のウェルビーイングは、DeSeCoの後に実施さ
れたOECDの「より良い暮らしイニシアチブ（Better Life 
Initiative）」をふまえて、はるかに具体化・精緻化された
内容をもつものになっている。
このイニシアチブは、GDP（国内総生産）が生活の豊
かさや幸福を図る指標としては妥当ではない（例えば、不
平等の拡大や環境破壊はGDPでは測れない）という問題
意識から、経済学者のスティグリッツ（Stiglitz, J. E.）やセン
（Sen, A.）らを招集して2008 年に作られた「経済成果と
社会進歩の計測に関する小委員会」（スティグリッツ委員
会）に端を発する（村上・高橋，2019）。
スティグリッツ委員会は、生活の質（クオリティ・オブ・

ライフ）を測るアプローチとして、（a）主観的幸福の測定、
（b）ケイパビリティ・アプローチ（capabilities approach）、
（c）公正な配分の3点を挙げた。そして、この提言を
受けて開発されたのが「より良い暮らし指標（Better Life 
Index: BLI）」である。

BLIは、2011 年の最初の公表以来、少しずつ修正が
加えられてきているが、最新の2020 年版（OECD, 2020）
では「現在のウェルビーイング」を11の側面（所得と富、
仕事と仕事の質、住居、健康、知識と技能、環境の質、
主観的幸福、生活の安全、ワーク・ライフ・バランス、社
会とのつながり、市民参加）で捉え、「未来のウェルビーイ
ングの資源」を4つの側面（自然資本、経済資本、人
的資本、社会関係資本）で捉えている。
とりわけ注目されるのは、現在のウェルビーイングの指標

を平均値だけでみるのではなく、その不平等を、分布の
最上位と最下位の格差（垂直方向の不平等）、性別・年
齢・学歴等の人口集団間の格差（水平方向の不平等）、
および剥奪（最低閾値を下回る人口の割合）で把握しよう
としている点である。
なお、OECDの PISA 2015では「生徒のウェルビー

イング」についての報告書が刊行されており（OECD, 
2017）、そこでは、生徒のウェルビーイングが「生徒が幸
福で充実した人生を送るために必要な、心理的・認知
的・社会的・身体的な機能（functioning）とケイパビリティ
（capabilities）」（p. 61）と定義されている15。ここには、
「より良い暮らしイニシアチブ」の初期の委員会のメンバー
でもあったセンの理論の影響がうかがえるが、それについて
は、6.3.であらためて検討することにしたい。
③学習プロセスとしての AARサイクル

AARサイクルとは、Anticipation（予期）－Action（行
為）－Reflection（省察）のサイクルのことである16。自分
が置かれた状況を把握し、何をなすべきか、その帰結が
どうなるかを予期した上で、行為に移す。その結果をもと
に自分の行為や認識を省察し、必要に応じて改善を図る
ことで、その次のサイクルにつないでいく。DeSeCoでは要
求への対応と省察性という言葉で述べられていた事柄が、
OECD Education 2030では、このような一連のサイクルとし
て描かれている。

AARサイクルは、従来からあるPlan-Do-Seeや PDCA
（Plan-Do-Check-Act）サイクルとどう異なるのだろうか。
AARサイクルのコンセプトづくりに寄与した Tichnor-Wagner
（2018）によれば、PDCAや PDSA（CheckをStudyに置
き換えたもの）が組織や集団による業務や生産過程のサイ
クルを想定し、定量化可能な目標と評価を求めるのに対し、
AARは、生徒が変革をもたらすコンピテンシーを発達させ
ていくための改善のサイクルに焦点をあてており、定量化可
能な評価よりも記録（documentation）の方を重視している
といった点に違いがあるという。

PDCAや PDSA以上にAARサイクルとの類似性が感じ
られるのは、デザイン思考である。AARは、「学習者が継
続的に思考を改善し、意図的かつ責任を持って行動する
ための反復的な学習プロセス（iterative learning process）」
（OECD, 2019, p. 17）と説明されており、デザイン思考の
特徴である、比較的短期間のうちに構想しやってみて作り
かえることにより改善していくという「反復的プロセス」をそ
の特徴としている。
④学習者のエージェンシー
こういった行為志向的性格は、エージェンシーという概
念に最もよく示されている。「エージェンシー」は、「変化を
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起こすために、目標を設定し、省察し、責任をもって行為
する能力（capacity）」（OECD, 2019, p. 32）のことである。
AARサイクルと照らし合わせてみれば、エージェンシーが
AARサイクルを自ら回していく主体としての能力を指してい
ることは明らかだろう。
もう一つ、ここでのエージェンシーの特徴を挙げれば、そ
れは生徒個人のエージェンシーだけでなく、「共同エージェ
ンシー（co-agency）」として捉えられている点である。共
同エージェンシーとは、親、仲間、教師、そしてより広いコ
ミュニティが生徒のエージェンシー感覚に影響を与え、逆に
また生徒が親・仲間・教師らにエージェンシー感覚を与え
るという相互的関係を意味している（OECD, 2019, p. 37）。
このように、Education 2030では、生徒が、個人と社会
のウェルビーイングをめざして、自分の生活とそれを取り巻く
世界に働きかけるために、自分のもてる知識、スキル、態
度・価値観を結集して行為すること、そして、その行為の
プロセスと結果を省察することを通じて、コンピテンシーを育
成していくという考え方が打ち出されている。

3.4．欧州評議会の「民主主義文化のためのコンピテンス」
（1）CDCの背景
次に、欧州評議会の「民主主義文化のためのコンピテ

ンス（Competences for Democratic Culture: CDC）」を取
り上げよう。OECDのコンピテンシーは、個人と社会のウェ
ルビーイングという多くの指標を包含した目標を掲げており、
その分、コンピテンシーも一定の抽象性を帯びざるをえない
が、CDCは民主主義文化の構築という目標にしぼってそれ
に必要なコンピテンスをより具体的に論じたものである。ここ
でも、コンピテンスは、「企業社会の論理に適応する職業
訓練」のための能力ではない。
欧州評議会は2018 年に、「民主主義文化のための

コンピテンスの参照枠組み（Reference Framework of 
Competences for Democratic Culture）」という3巻からな
る報告書を刊行した（Council of Europe, 2018）。これは、
その2年前に出された、民主主義文化のための「コンピ
テンスのモデル」（Council of Europe, 2016）をもとに、そ
れをさらに目標、カリキュラム、教授法、評価、教師教育、
学校経営にまで展開したものである。2015 年 11月13日
にパリ同時多発テロ事件が発生し、その後も、ニース、ブ
リュッセルなど欧米各地でテロが頻発した。そのような社会
状況の中で、若者が多様性に富んだ民主主義的な社会
で責任ある市民となるための教育を行うことが欧州共通の
課題として認識されるようになった。そのための教育の中心
となることを期待して作られたのがこの「コンピテンス・モデ
ル」（図 1・表 2）である。

図 1　CDCのコンピテンス・モデル
（出典）Council of Europe（2018, p. 38）より抜粋。

表 2　コンピテンス・モデルに含まれる下位コンピテンス

価値観 態度

・人間の尊厳と人権に価値をおく
・文化の多様性に価値をおく
・ 民主主義、正義、公正、平等、
法の支配に価値をおく

・ 文化的な他者性や他の信念・世
界観・習慣に対する開放性
・尊敬の念
・市民意識
・責任感
・自己効力感
・曖昧さへの耐性

スキル 知識と批判的理解

・自律的学習スキル
・分析的・批判的思考スキル
・聞く・観察するスキル
・共感
・柔軟性と適応性
・ 言語的・コミュニケーション的・多
言語的スキル
・協同のスキル
・対立・葛藤解決のスキル

・自己の知識と批判的理解
・ 言語とコミュニケーションに関する
知識と批判的理解
・ 世界（政治、法律、人権、文化、
文化、宗教、歴史、メディア、
経済、環境、持続可能性を含む）
の知識と批判的理解

（出典）Council of Europe（2018, p. 38）より訳出。

（2）コンピテンスの二層構造
このモデルの第一の特徴は、「コンピテンス」を二
層で捉えたことにある。中心に置かれた「コンピテン
ス（competence）」は狭義のコンピテンスであり、「自分
の置かれた文脈の中で、要求・課題・機会に適切かつ
効果的に対応するために、関連する価値観、態度、ス
キル、知識・理解を結集し、展開する能力」（p. 70）と
定義されている。この狭義の「コンピテンス」の周りには、
「下位コンピテンス（competences）」17 が置かれ、「有能な
（competent）行動を生み出す際に結集され、展開される
特定の個人のリソース」（p. 70）とされる。この下位コンピ
テンスは、価値観、態度、スキル、知識と批判的理解の
4カテゴリーからなる20この要素で構成されている。広義
にはこれら全体がコンピテンスにあたる。OECD Education 
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2030でも、コンピテンシー（コンピテンス）は知識、スキル、
態度・価値観を結集する能力とされていたが、コンピテンス
（狭義）のリソースも含めてコンピテンス（広義）としたとこ
ろに、このモデルの特徴がある。
（3）態度について
もう一つの特徴は、価値観と態度が、OECDのコンピ
テンシー以上に高いウェイトを与えられて、コンピテンスの
中に組み込まれていることである。白井（2020）によれ
ば、OECD Education 2030でも態度・価値観をコンピテン
シー・モデルに入れることについては、当初、学校教育で
はなく家庭教育に委ねるべき事柄であるとして反対意見も
あった。だが、2010 年代半ばのテロの頻発を受けて、「ど
れほど高いレベルの知識やスキルを身につけても、それが
平和や民主主義などの普遍的価値観に反するような形で
行使されることは、教育が本来目指すべき姿ではないという
ことが、改めて強く意識されるようになった」（p. 31）という。
まさにそうした社会状況の下で民主主義文化の構築という
目標を掲げて作られたこのモデルで、価値観と態度に大き
なウェイトが置かれているのは無理もないことだろう。
このモデルでは、「態度」を、「誰かまたは何か（例：人、
集団、制度、問題、出来事、シンボル）に対して個人が
とる全体的な心的方向性」と定義し、通常、①特定の対
象に対する信念や意見［～について･･･と思う］、②その
対象に対する情動や感情［～が好き・嫌い］、③その対
象の（肯定的・否定的）評価［～はよい・悪い］、④そ
の対象に向かって特定のやり方で行動する傾向［～を･･･
しようとする］の4つの側面で構成されていると説明している
（Council of Europe, 2018, p. 68。［ ］内は松下による）。
日本の教育学では、戦前の軍国主義教育、戦後の「態
度主義」、2006 年の教育基本法改正における国家主義的
「態度」の強化などへの批判から、態度・価値観を目標
に含めることに対する否定的見解が根強い（田中，2008；
本田，2020）。例えば、本田（2020）は、態度を教えるこ
とは、「水平的画一化」（＝特定のふるまい方を全体に要
請する圧力）につながるおそれがあるとして、警鐘を鳴らし
ている。
これに対し、この「民主主義文化のためのコンピテンス
の参照枠組み」では、態度を上記のように明確に定義す
るとともに、異なる意見の理解や表明を促して異議申し立て
を認めること、ハイステイクスな評価（資格試験、入試など
被評価者にとって利害関係の大きい評価）では態度・価
値観の評価を行わないことなどで、そうした危険性を最小化
しようとしている。

3.5．医学教育におけるコンピテンシー
（1）CBMEの展開
最後に、医学教育におけるコンピテンシーについてみて

おこう。医学教育を取り上げるのは、「企業社会の論理」
に適応する職業訓練ではない専門職（professional）の養
成においてもコンピテンシーが重視されていること、また、決
して汎用的能力だけではなくある分野に固有の能力として
もコンピテンシーが捉えられていること、さらに、そこには高
度な知識も内包されていること、を示すためである。
医学教育分野では、1990 年代以降、とりわけ2000 年代

に入ってから、コンピテンシー・ベースの教育（Competency-
Based Medical Education: CBME）が注目されるようになっ
た。その背景には、学習者中心主義の進行、時間ベース
から成果ベースへの移行、アカウンタビリティの要求などが
あったとされる。日本では、2001 年以来、2007 年、2011 年、
2017 年と医学教育（および歯学教育）のモデル・コア・カ
リキュラムが策定・改訂されてきた。現在改訂中のモデル・
コア・カリキュラムでは、コンピテンシー・ベースのカリキュラ
ムが本格的に導入される予定である。
フランク（Frank, J. R.）らによる論考「コンピテンシー・
ベースの医学教育―理論から実践へ―」（Frank et al., 
2010）は、CBMEのシステマティック・レビューを行い、こ
の新しいパラダイム18についての国際的合意を作るべく、
医学教育の代表的研究者 20名によって書かれたものである。
フランクらによれば、「CBMEのパラダイムの中心的な
考え方は、医師のコンピテンスを多次元的、動的、文脈
的で発達するものとして理解すること」であり、CBMEと
は「コンピテンシーの編成枠組みを用いた、医学教育プロ
グラムの設計・実施・アセスメント・評価のためのアウトカム
ベースのアプローチ」をさしている（p. 641）。
ここでは「コンピテンス」と「コンピテンシー」が使い
分けられている。「コンピテンス」は「ある状況下での
医師のパフォーマンスの複数の領域/側面にわたる能力
群」、「コンピテンシー」は「医療専門家の観察可能な能
力、知識、スキル、価値観、態度などの複数の要素が統
合されたもの」であり、コンピテンシーはコンピテンスの成分
（ingredients）とされる（p. 641）。コンピテンスは発達・変
容するもので、コンピテンスの各領域/側面について初心者
から熟達者までの能力のスペクトラムがあり、「医学教育の
目的は、各領域において最適な診療を行うために必要な能
力レベルまで、医師の成長を促すことである」と考えられて
いる（p. 641）。
（2）EPAとコンピテンシー
コンピテンシー（コンピテンス）がこのように「多次元的、
動的、文脈的で、発達する」ものだとすれば、それはきわ
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めて捉えどころのないものになる。一方で、医療現場はミス
の許されない、専門職としての高いパフォーマンスが要求さ
れる仕事場である。このギャップはどう橋渡しされているの
だろうか。
両者をつなぐ概念として近年、医学教育分野で注目され

ているのが、EPA（Entrustable Professional Activity）とい
う考え方である。これは「臨床において専門職として信頼
して任せられる仕事」のことをさす。どんな仕事の領域でも、
ある時点で「彼はだいぶ力をつけてきたのでそろそろXと
いう仕事を任せよう」というような判断が行われているはずだ。
このXにあたるのが EPAである。この概念の提唱者であ
る ten Cate（2014）は、「実践にもとづかなければ、コンピ
テンシーは理論的なものにとどまる」とし、仕事の単位（unit 
of work）と結びつけることでコンピテンシーに実質的な意味
をもたせようとした（表 3）。

表 3　EPAとコンピテンシーの関係

コンピテンシーの領域→

EPAの例　↓
医学知識 患者ケア

対人スキル
とコミュニ
ケーション

プロ 
フェッショナ
リズム

実践に 
基づく学習 
と改善

システムに
基づく実践

新規外来患者の診察 ● ● ● ●
軽症外傷の初期治療 ● ●
入院病棟の指揮 ● ● ● ● ●
心肺蘇生の開始 ● ●
患者と医療ミスについて
話し合う ● ● ● ●

（出典）ten Cate（2014, p. 691）より訳出。

表 3に示すように、ある仕事（EPA）は複数のコンピテン
シーの統合によって行われる。最初は指導医の仕事を「観
察する」ことから始まり、次に「指導医がいるところで医療
行為を行う」ようになり、さらに「指導医の監督がなくても
医療行為ができる」ようになり、最後には「後輩に指導が
行える」ようになる。医師の成長は、EPAとの関係によっ
てこのように描かれる。これは「認知的徒弟制」（Brown, 
Collins, & Duguid, 1989）の〈モデリング→コーチング→
スキャフォールディング→フェーディング〉というプロセスとも
重なるものであり、医学教育に限らず、多くの分野に共通
する考え方であろう。
一見するとEPAはきわめて行動主義的にみえるかもしれ

ないが、そうではない。指導医は研修生（研修医や実習
生）によるEPAの実施を観察する際、「コンピテンシーとい
うレンズを通して」観察を行う。例えば、何か新しい仕事
を任せようとするときに、これまでにどんなEPAができるよう
になっているか、それらの EPAと新しい仕事の間のコンピテ
ンシーの重なりをみることで、指導医は新しい仕事を任せら
れるかどうかを判断することができるのである。
医学教育の特徴は、卒前教育（学士課程教育）から

卒後教育（卒業後の研修）まで教育機会が段階的・連
続的に作られていることだが、EPAはまず卒後教育におい
て急速に広まり、卒前教育にも適用されるようになってきている。
コンピテンシーは長期にわたって発達していくものであり、
学校と学校外・学校後という境界をこえる性格をもつ。医
学教育は、そうしたコンピテンシーの特徴が最もよく表れてい
る領域だといえる。

4．コンピテンシーの本質的特徴と三重モデル
4.1．コンピテンシーの本質的特徴
ここまで、OECDの2つのコンピテンシー、欧州評議会
の民主主義文化のためのコンピテンス、医学教育における
コンピテンシーについて紹介・検討してきた。これらは、か
なり性格の異なるコンピテンシー（コンピテンス）でありなが
ら、同時に、かなりの共通性があることに気づかれただろう。
筆者はこの共通性こそが、コンピテンシーの本質的特徴の
表れだと考えている。そうした本質的特徴として、以下では、
「行為志向であること」「ホリスティックで統合的であること」
「要求に応えるものであること」「生涯を通じて発達・変容
するものであること」の4点を挙げたい。
（1）行為志向であること
コンピテンシーは、ある状況や文脈の中で有能な行為と

して発揮されるとともに、また行為を通じて形成される能力
である。この両方の意味で、コンピテンシーは行為志向で
ある。
人材開発・人事評価の分野では、コンピテンシーを「高
業績者（ハイパフォーマー）の行動特性」と定義するが、
教育の分野では、行動そのものよりも有能な行為の背後に
ある能力に焦点を合わせ、それをいかに育成するかに関心
をもつ。
コンピテンス概念は、3.1.でみたように、古くは古代ギリ
シャ・ローマにまでさかのぼることのできる教育目的の系譜
にある。アリストテレスは、人間の知のあり方を、エピステー 
メ（真の知）、テクネー（つくる知）、プロネーシス（為す知） 
に分類し、それぞれの知に対応する人間の活動を、テオー
リア（観想）、ポイエーシス（制作）、プラクーシス（実践）
とした。この3分類に従っていえば、コンピテンス（コンピ
テンシー）は、プラークシス（実践）を支えるプロネーシス
（為す知）に最も近い。田辺（2003）によれば、プラーク
シスの最終目標は、「人生を良く生き、正しく行為すること
自体」であり、そこには倫理的な卓越性、あるいは徳〈ア
レテー〉がこめられていた。そして、「プロネーシスという実
践知の特性は、それがたんに一般的な知的能力の高さに
とどまるのではなく、個別的な状況に的確にすばやく対応で
きること」（p. 36）にあった。ここには、Brezinka（1989）
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やOECD Education 2030で示されたコンピテンシー（コン
ピテンス）概念と通底する内容を読みとることができる。また、
医学教育の場合にも、個別の状況にあわせて臨機応変に
適切な医療行為ができるようになることがめざされていること
は指摘するまでもないだろう。
コンピテンシーは、ある状況や文脈の中で有能な行為と

して発揮されるだけでなく、また、行為の繰り返しを通じて
形成されるものでもある。それは、「私たちの行為が私たち
を形成する」（ニーチェ『生成の無垢』）、「人間は『自
然の作品』や『社会の作品』であるだけでなく、『自分自
身のなすことの作品』でもある」（ペスタロッチ『探究』）と
いった言葉によって、思想史の中で語られてきた事柄とも符
号する。
（2）ホリスティックで統合的であること
ここでいう「ホリスティック」とは、単に知識や認知的ス
キルだけでなく、「知識、スキル、態度・価値観」などの
内的リソース（構成要素）を内包することを意味し、また
「統合」とは、それらを他者や対象世界との関係をもちな
がら結集することを意味している。
「知識」「スキル」「態度・価値観」は「認知能力」と
「非認知能力」に分けられることも多い。例えば、OECD 
Education 2030では、「スキル」の内容として認知的・メタ
認知的スキル、社会・情動的スキル、身体・実践的スキル
を挙げているが、知識と認知的・メタ認知的スキルを「認
知能力」、社会・情動的スキルや身体・実践的スキルと態
度・価値観を合わせて「非認知能力」と捉えることもでき
るだろう。
世界的に非認知能力が注目されるようになったのは、経
済学者のヘックマン（Heckman, J. J.）らが、2000 年代半
ばに、「ペリー就学前計画」の結果から、アメリカの社会
格差を解決するための有望なカギとして幼児教育における
非認知能力の育成の重要性に言及して以来である（西
田他，2019）。もともとヘックマンの研究では非認知能力の
測定は行われず、そこでの非認知能力とは認知能力以
外の要因（非 “認知能力”）をさすにすぎなかった。そこ
へ、OECDが 2015 年のレポートで「社会・情動的スキル
（social and emotional skills）」としてより積極的な意味づ
けを与え19、さらにその一部が、日本の初等・中等教育に
おける「資質・能力の3つの柱」の中に、「学びに向かう
力」として取り入れられることになった（OECD, 2015，邦訳
あとがき）。
「ホリスティックで統合的であること」は「行為志向であ
ること」と密接な関連性がある。行為を誰かと一緒に行い、
どんな行為をやるかを決め、失敗してもめげずにやろうとす
れば、知識だけでなく、認知的・非認知的なスキルや態

度・価値観が求められることになるからである。
（3）要求に応えるものであること
「要求に応えるものである」ということもまた、いずれのコ
ンピテンシーにおいてもみられた特徴である。「有能である
（to be competent）」とは、要求されたことができるという意
味であり、コンピテンシーは要求に付随する。
要求や課題は、外部の他者から課される場合もあれば、
人が自分自身に課す場合もある。例えば、この要求に企業
社会からの要求を入れれば、コンピテンシーの育成は「企
業社会の論理に適応する職業訓練」に矮小化されてしま
う。一方、OECD Education 2030では、DeSeCoの「要
求志向」を、社会への適応にとどまらず、生徒自らが要求
や課題を創り出し社会を変革することを含むという意味に拡
張していた。とはいえ、「変革をもたらすコンピテンシー」の
育成自体が、社会の要求に応えるものであるとも考えられる。
社会（あるいは誰か）の要求に対して、異議申し立てを認
めるかどうかが問われることになるだろう。
また、要求の中身が医学教育のように具体的である場合

もあれば、「個人と社会のウェルビーイング」のように、きわ
めて抽象的・理想的な目標しか示されていない場合もある。
Brezinka（1989）は、「コンピテンスは常に特定の要求事
項（requirements）に関連しており、その内容は要求事項
によって決定される。このため、特定の課題や課題の種類
を参照せずに、コンピテンスをその正確な意味で人に帰属
させることはできない」（p. 76）という。このことを考えると、
「個人と社会のウェルビーイング」のような抽象的・理想的
な目標は、それ自体がコンピテンシーに対応する要求とはい
えない。どんなコンピテンシーが育成されるかは、課される
具体的な要求に依存するのである。
（4）生涯を通じて発達・変容するものであること
「生涯を通じて発達・変容するものである」というコンピテ
ンシーの特徴は、学力概念との対比によって浮き彫りになる。
中内敏夫は、学力を「人間の知的能力全体のうち、教育
的関係のもとで教材を介してわかち伝えられる部分」（中内，
1988，用語解説 p. 4）と定義した。人間は「生理的早産」
の状態で生まれてくるので、教育という助成的介入を通して、
一種の外化された遺伝情報である文化（学問・芸術・身
体文化など）を内化することで、ようやく自立することができる。
学校は、そのようにして文化を子どもたちにわかち伝えるた
めに特別にしつらえられた場所であり、学力は学校におい
て文化を習得することを通して――とりわけ文化の特定のま
とまりを組織化してつくられた教科の学習を通して――形成
される。
一方、コンピテンシーの形成は、教科の学習に限定さ

れず、それどころか学校という時空間にさえ限定されない。
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「学力」が教育目標としては主に初等・中等教育までし
か使われないのに対して、「コンピテンシー」（「資質・能
力」）が高等教育や職業教育まで幅広い範囲で使われて
いることはその証左である。
コンピテンシーの形成が教科・正課教育や学校・大学と
いう〈空間〉をこえる性質をもつものであることは、「資質・
能力の3つの柱」を掲げる新学習指導要領で「教科横
断的な学習」や「社会に開かれた教育課程」が謳われ
ていること、コンピテンシーを目標とする大学では正課と正
課外をつなぐ学習が構想されていること（5.2.参照）などに
も示されている。
他方、コンピテンシーの形成が学校・大学という〈時間〉

をこえるという性質については、医療者、教師、技術士
などの「継続的専門能力開発（Continuing Professional 
Development）」に典型的に表れている。例えば医学教育
では、卒前教育と卒後教育をいかに一貫性のあるシームレ
スなものにするかが議論されている。他の医療者教育や教
師教育、技術士教育でも同様である。
コンピテンシーの形成が学校・大学という時空間に限定

されないとすれば、学校・大学はどんな独自の価値をもち
うるのだろうか。福島（2010）によれば、医療のような仕
事の現場には、学習にとって3つの制約があるという。時
間的制約（限られた時間で実践する必要がある）、経済
的制約（経済的損失が許されない）、法的・倫理的制約
（失敗した場合に法的・倫理的責任を負う）の3つである。
一方、人が学習するには、現場の切迫性から距離を置いて、
無駄や遊びやコストを含み、失敗しながら様 な々試みを行う
ことが許される「学習の実験的領域」が必要である。学
校・大学は本来、そのような「学習の実験的領域」として
独自の価値をもつべき場所なのである。
（5）汎用性について
ここまで読んで、「汎用的であること」が本質的特徴に
挙がっていないことを疑問に思われる方もいるかもしれない。
実際、「ジェネリック・スキルへの傾斜を導きやすい」という
ことが批判の論点になっていたように、汎用性もコンピテン
シーの特徴として挙げられることが少なくない。だが、すで
に医学教育におけるコンピテンシーでもみたとおり、コンピテ

ンシーは分野固有の能力としても考えられており、その事実
をふまえれば、汎用性をコンピテンシーの本質的特徴に加
えるのは適切ではないだろう。
実際、「欧州高等教育圏」の構築に向けて進められ

た Tuningプロジェクトでは、学生に育成すべきコンピテンス
を「汎用的コンピテンス（generic competence）」と「分野
固有のコンピテンス（subject-specific competence）」に分
けて捉えている（González & Wagenaar, 2008）。
汎用性がコンピテンシーの特徴とされやすいのは、コンピ

テンシーのリストが「コミュニケーション能力」のような一般
的な言葉で記述されることが多いからだろう。だが、一般
的な言葉を用いて能力が記述されることと、実際に能力が
汎用的であることとは区別する必要がある。例えば一口で
「コミュニケーション能力」といっても、看護師と検察官と
営業マンとではその中身は大きく異なる。「コミュニケーショ
ン能力」のような “コンピテンシー” は、実は、「全く異なる
様 な々スキルや能力の緩やかな集合体に割り当てられた名
称にすぎない」（Kosslyn & Nelson, 2017, p. 29）。それが
汎用性をもつには、その抽象的・一般的なコンピテンシーを
解きほぐし、様 な々文脈や分野で繰り返し使うことが必要な
のである（5.2.参照）。

4.2．コンピテンシーの三重モデル
（1）コンピテンシーの定義
以上の議論をふまえて、コンピテンシーをモデル化したも

のが、「コンピテンシーの三重モデル」（図 2）である。こ
れは、「3・3・1モデル」（松下，2016）を発展させ 20、
「資質・能力の三重モデル」（松下，2019）を修正したも
のである。また、外形としては、OECD Education 2030の
初期のモデルである「ロープ・モデル」（OECD, 2016；
白井，2020）に近い。すでにみたように、Education 2030
のフェーズ Ⅰ はコンピテンシーのモデルから始まり最終的には
「ラーニング・コンパス」という学習モデルを提案して終わっ
たが、本稿では、学習モデルを視野に入れつつもコンピテ
ンシーのモデルに範囲を限定したかったからである。
このモデルにそって、本研究では、コンピテンシーを「あ
る要求・課題に対して、内的リソース（知識、スキル、態

図 2　コンピテンシーの三重モデル



京都大学高等教育研究第27号（2021）

―  95  ―

度・価値観）を結集させつつ、対象世界や他者と関わりな
がら、行為し省察する能力」と定義する。
（2）「三重」の意味
このモデルの特徴は、3種類の三つ組（triad）を包含

している点にある。それが「三重モデル」という名称の由
来である。
① 3つの要素
第一に、コンピテンシー（広義）には、「知識」「スキ

ル」「態度・価値観」の3つの要素が含まれる。OECD 
DeSeCoでは「内的構造」と呼ばれていたものが、OECD 
Education 2030では知識、スキル、態度・価値観の3つ
の要素にまとめられた。この3つは、古典的なKSAモデル
（Knowledge, Skills, Attitudes）をふまえたものであり、広
く普及している。
高等教育でもよく利用されているブルーム・タキソノミー

（教育目標の分類学）は、「認知的領域」「精神運動
的領域」「情意的領域」からなり、上の3つの要素とは
区分けの仕方がやや異なるが、カバーしようとしている範
囲は重なっている。2001 年に出された改訂版タキソノミー
（Anderson & Krathwohl, 2001）では、認知的領域を知
識と認知過程の二次元構造で把握するようになったが（石
井，2011）、これは、知識とスキル（認知的・メタ認知的ス
キル）にほぼ対応する。
② 3つの関係性
第二に、コンピテンシーは、単に①でみたような内的リソー

スの結集であるだけでなく、「対象世界との関係」「他者と
の関係」「自己との関係」という3つの関係性によって捉え
られ、要求・課題に対応する行為とその省察によって、た
えず作りかえられる。
この3つの関係性にそって概念化を行ったのが、OECD 

DeSeCoのキー・コンピテンシーであった。Education 2030
でも、変革をもたらすコンピテンシー、共同エージェンシー、
生徒のエージェンシーの中に、これら3つの関係性は内包
されている。
松下（2016）で述べたように、国内外の資質・能力論

は大きく、〈育成すべき資質・能力に包摂される個人の属
性〉に着目したもの、〈資質・能力を育てる関係性〉に着目
したものに分けられる。このモデルでの3つの要素、3つ
の関係性はそれぞれを反映している。
③ 3つの層
それに加えて、このモデルでは、第三の三つ組として3
つの層に着目する。すなわち、コンピテンシーは、その内的
な構成要素である「知識、スキル、態度・価値観の層」、
それらを結集した「コンピテンシー（狭義）の層」、個人と
対象世界・他者との接面である「行為と省察の層」から

なる。
このような3つの層と近い構造をもったものに、国立教育
政策研究所（2013）の提案した「21 世紀型能力」がある。
これは、「思考力」を中核とし、それを支える「基礎力」と、
思考力の使い方を方向付ける「実践力」の三層構造か
らなる能力モデルである。「基礎力」には言語スキル、数
量スキル、情報スキル、「思考力」には問題解決・発見
力、創造力、論理的・批判的思考力、メタ認知・適応的
学習力、「実践力」には自立的活動力、人間関係形成力、
社会参画力、持続可能な未来への責任が含まれるとされ
ている。「21 世紀型能力」には内容知識は含まれていな
いが（国立教育政策研究所，2016）、三層の関係におい
ては本研究のモデルと類似性があることが見てとれるだろう。
このように、「コンピテンシーの三重モデル」は、従来の
多様なコンピテンシーや資質・能力の理論・モデルを内包し、
統合したものである。逆にいえば、従来の理論・モデルは、
三重モデルに表現された重層的なコンピテンシーのどこか
特定の一面に焦点を合わせて論じていたとみなすことがで
きる。

5．カリキュラムと評価への示唆
5.1．「資質・能力の 3つの柱」の見直し
以上のような本研究のコンピテンシーの概念および三重モ

デルは、カリキュラムや評価に対してどのような示唆をもたら
すだろうか。まず、初等・中等教育において教育課程の中
軸に据えられている「資質・能力の3つの柱」からみてい
こう21。
「資質・能力の3つの柱」は、「知識・技能」「思考
力・判断力・表現力等」「学びに向かう力・人間性等」
からなり、現在の学習指導要領では、すべての教科・科目、
道徳、総合 22、特別活動がこの3つの柱にそって教育目
目標を設定している。
だが、3つの柱の構造にはねじれたところがある。「思
考力・判断力・表現力」は、「知識、スキル、態度・価
値観」とは異なる層に置かれるべきものであるにもかかわら
ず、それと同一の層に置かれている点である。本来、思
考や判断や表現のためには、知識もスキルも態度・価値観
も必要であり、それらを結集して行われるはずである。つま
り、「思考力・判断力・表現力」は、三重モデルでいえ
ば第二の層の狭義の「コンピテンシー」に位置づくもので
ある。ところが、「思考力・判断力・表現力」が「知識・
技能」と同一の層において別個の柱として立てられている
ために、知識・技能と切り離された思考力・判断力・表現
力が存在するかのような誤解を生じさせるおそれがある。
また、もともと2つの異なるカテゴリーであるはずの知識と



京都大学高等教育研究第27号（2021）

―  96  ―

スキルが「知識・技能」として1つの柱にまとめられたこと
も、それぞれの固有性をみえにくくしている。コンピテンシー
が学校教育における知識の価値を損なっているという批判
は、「資質・能力」論において知識が独立した位置を与え
られていないことにも一因があるだろう（6.2.参照）。
このように、三重モデルと照らし合わせることで、「資質・
能力の3つの柱」の問題点が浮き彫りになる。

5.2．カリキュラムにおける統合の必要性
本研究のコンピテンシーの概念および三重モデルは、概
念整理に役立つだけでなく、カリキュラムと評価に対する提
案の理論的土台にもなる。知識、スキル、態度・価値観
の育成・評価を別々に行うような取組だけでなく、それらを
何らかの要求・課題に対して結集・統合するような機会をカ
リキュラムや評価の中に設けるという提案である。松下（印
刷中）では、ミネルヴァ大学（Minerva University）と東京
都市大学の例を挙げた。
例えば、ミネルヴァ大学（Kosslyn & Nelson, 2017；

Goldberg & Chandler, 2021；松下，2019）では、最上位
の目標として「実践知（practical knowledge）」の獲得を
掲げ、それを批判的思考、創造的思考、効果的なコミュ
ニケーション、効果的なインタラクションという4つの「コア・
コンピテンシー」に分類し、さらにそれらを80 個ほどの「知
の習慣（habits of mind）」と「基本的概念（foundational 
concepts）」からなるHCsに具体化している。HCsはハッ
シュタグをつけて表され、例えば、#audience（文脈や相
手にあわせて口頭や文書での表現の仕方を変える）や
#correlation（相関関係と因果関係を区別する）などがある。
これらのHCsは、1年次の4つの必修科目（コーナース

トーン科目）ですべて一通り習得した上で、残り3年間の
専門科目や、世界 7都市でのコミュニティや企業・行政組
織などでの多様な準正課活動（シビック・プロジェクトなど）
を通じて、活用しながら自分のものにしていけるようプログラ
ムが編まれている。
とりわけ注目されるのは、学んだHCsや知識を統合
する機会が何段階も設けられている点である。例えば
正課教育にしぼってみても、①単元の終わりには「統合
（synthesis）」の時間があり、複数のHCsを組み合わせて
「重大な問い（Big Questions）」（例えば、「どうすれば世
界の人 に々食糧を供給することができるのか？」など）に取り
組む、② 1年の学期末には4つの科目にまたがる最終プロ
ジェクトを仕上げる、③ 3・4年次には2年間かけてキャッ 
プストーン・プロジェクトに取り組む、などの統合の機会がある。

AAC&U（Association of American Colleges and 
Universities：全米大学・カレッジ協会）は、21 世紀の教

養教育にとって不可欠な学習成果（Essential Learning 
Outcomes）を選び出した（AAC&U, 2007）。それは大き
く、「人類の文化や自然界についての知識」「知的・実践
的スキル」「個人的・社会的責任」「統合的学習」とい
う4つのカテゴリーからなっている。初めの3つはそれぞれ
知識・スキル・態度に対応し、最後の「統合的学習」は、
一般教育・専門教育の枠をこえて学習の統合を図ろうとす
るものである。ミネルヴァのカリキュラムは、この「統合的学
習」を多段階的に組み込んだものといえる。それは、単に
コンピテンシーを細分化する方向だけに進むのではなく、逆
に単元や科目、さらには正課の枠をこえて下位コンピテン
シーを統合する方向をあわせもつことの重要性を示している。

5.3．PEPAの提案
評価についてはどうだろうか。筆者がコンピテンシーの
三重モデルのアイデアを念頭において提案した評価の
考え方が、「重要科目に埋め込まれたパフォーマンス評
価（Pivotal Embedded Performance Assessment: PEPA）」
（Matsushita, Ono, & Saito, 2018；松下・小野・斎藤，2020；
松下，2021）である。ここでいう「重要科目」とは、そ
の授業科目の目標がプログラム全体の目標に直結する科目
（それまでに学んだ知識やスキルを統合し、高次の能力を
育成・発揮することを求める科目）のことである。ほとんど
の学位プログラムにはそのような重要科目がいくつか含まれ
ているはずである。そういう科目は必修になっていて、複数
の教員がチームとして取り組み、学生にもテスト以外の何ら
かのパフォーマンスを求めていることが多い。「埋め込まれ
た」とは、プログラムレベルの評価が科目の評価の中で行
われることを指す（Suskie, 2009）。この「埋め込み型」ア
プローチは、標準テストや学生調査（質問紙調査）のように、
プログラムとは別にそれに追加する形で行われる「追加型
（add-on）」アプローチと対比される。最後に「パフォー
マンス評価」とは、学習者のパフォーマンス（作品や実演
など）を手がかりに、概念理解の深さや知識・スキルなど
を統合的に活用する能力を評価する方法のことである。パ
フォーマンス評価では、評価基準としてルーブリックが用い
られることが多い。

PEPAは新潟大学歯学部での実践から生まれてきた考え
方である。新潟大学では、すべての学位プログラムにおいて、
教育目標が「知識・理解」「当該分野固有の能力」「汎
用的能力」「態度・姿勢」の4つのカテゴリーにそって設
定されている。これは、KSAモデルに立った上で、スキル
を分野固有のものと汎用的なものとに分けたものである。
歯学教育プログラムでは、ディプロマ・ポリシーの下に、
4カテゴリーあわせて24 項目の目標が設定され 23、各科目
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に1つないし複数の目標が紐付けられている。プログラムは、
大きく4つの時期に区分され、各期にそれぞれ「大学学
習法」「PBL」「模型・シミュレーション実習」「診療参加
型臨床実習」が重要科目として配置されている。これらの
重要科目では、教員団で、それぞれの科目にあったパフォー
マンス評価（パフォーマンス課題とルーブリック）を開発・
実施している。例えば「PBL」のパフォーマンス評価では、
学生は PBLの授業と同じように、シナリオを与えられ、1週
間かけてそれに対する解決策を考える。そして、その解決
策を、教員を模擬患者としてロールプレイで実行する。終
了後はその場ですぐに教員からルーブリックにそってフィード
バックが提供され、それをふまえて学生も自己評価を行うよう
になっている。
このような4種類の重要科目を核として、それを低学年か

ら高学年に向けて、より専門性・総合性・真正性が高まる
ように配列し、それぞれで直接評価を行うことで、卒業生
の質を担保しようとしている。もちろん、卒業認定においては、
重要科目以外の個々の科目の修得が必要とされるが、そち
らの評価は担当教員に委ねられる。
コンピテンシーの三重モデルと照らし合わせていえば、

PEPAでは、個々の科目において、知識、スキル、態度等
の習得・形成を図り、重要科目において、それらを結集し
ながら行われるコンピテンシー（狭義）の育成と評価をめざ
しているということができる。重要科目では、パフォーマンス
課題が与えられ、それに対してコンピテンシーを実演し、そ
の行為について自分の感覚や教員からのフィードバックをも
とに省察するという形で、評価が行われる。「診療参加型
臨床実習」ともなれば 15 項目もの目標と紐付けられ、また、
フィードバックは教員だけでなく患者や周りの人々からも得ら
れることになる。そうした評価は、自分のコンピテンシー、さ
らには自分の知識、スキル、態度・価値観の不十分さに
気づかせ、学び直しのきっかけにもなるだろう。

PEPAでは、このようにしてカリキュラムと評価の間にアラ
インメント（整合性）が築かれている。その土台にあるの
がコンピテンシーの三重モデルである。

5.4．コンピテンシーの発達・変容の把握
コンピテンシーの三重モデルは、コンピテンシーの4つの
本質的特徴のうち、「行為志向であること」「統合的であ
ること」「要求に応えるものであること」は表現しているが、
「生涯を通じて発達・変容するものであること」という特徴
は表現できていない。だが、カリキュラムと評価への示唆を
考える上で、この特徴への言及を欠かすことはできない。
コンピテンシーを教育目標に据えると、正課教育にしぼっ
ても、その育成・評価の時間単位は1つの科目（コー

ス）ではなく、学位プログラム全体に拡大する。実際、例
えば、ミネルヴァ大学でのコア・コンピテンシーの具体化
であるHCsは4年間を通じて育成・評価される。また、
AAC&Uは、Essential Learning Outcomesを評価するため
のルーブリックを「VALUEルーブリック」として提案してい
るが（AAC&U, n.d.; Rhodes & McConnell, 2017）、この
VALUEルーブリックは、学士課程 4年間にわたって使える
長期的ルーブリックである（松下，2012）。
ただし、コンピテンシーの発達・変容の範囲は1つの
学校段階に限定されない。複数の学校段階をまたぐコン
ピテンシーの発達・変容、とりわけ概念変化を把握する
手段としての「ラーニング・プログレッションズ（learning 
progressions）」にも注目が集まっている。「ラーニング・プ
ログレッションズ」とは、「適切な教授が行われた場合に実
現する、個々の学習テーマについての比較的長期にわた
る概念変化や思考発達をモデル化したもの」（山口・出口，
2011，p. 358）である。つまり、1単元とか 1学年といった
スパンをこえて、長期にわたる生徒の概念や能力の変化を
把握しようとするものであり、とりわけ理科教育でよく用いられ
てきた。Fullan, Quinn, & McEachen（2018）は、複数の
学校段階をまたいだ期間にわたるコンピテンシーの発達・変
容を語るための共通言語として、複数のコンピテンシーにつ
いてのラーニング・プログレッションズを提示している。
医学教育の場合は、大学での正課教育（卒前教育）

だけでなく、大学卒業後の研修（卒後教育）でも、コン
ピテンシーとその発揮としての EPAが結びつけられている。
そこでは、コンピテンシーは、専門職として信頼して任せら
れる仕事を決めるためのレンズとして使われていた。
コンピテンシーの発達・変容を把握する手立ては多様で
あり、必ずしも、観点とレベルのマトリックスで表現されるルー
ブリックに限定されない。ただし、どんな手立てをとるにしても、
直接には観察不可能なコンピテンシーを、何らかの要求・
課題の下で行われる行為（パフォーマンス）を通して把握
することが求められる。

6．コンピテンシーのもつ意味的な偏りと危うさ
ここまでコンピテンシーの本質的特徴を抽出するとともに
三重モデルとして表現し、そのカリキュラムと評価への示唆
について論じてきた。だが、冒頭で述べたように、コンピテ
ンシーに対しては、様 な々批判が投げかけられてきたことも
事実である。そうした批判の中には、コンピテンシー概念の
もつ意味的な偏りや危うさを掬いとったものもある。以下で
は、それらを、本稿で取り上げた本質的特徴にそって検討
しながら、どう批判に応答し、そうした偏りや危うさを飼いな
らすことができるかを考えてみたい。なお、「生涯を通じて
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発達・変容するものであること」への明確な批判は見出す
ことができなかったので、それ以外の3つの本質的特徴を
取り上げることとする。

6.1．「行為志向であること」をめぐって
（1）行為か認識か
「行為か認識か」は古典的な二項対立である。三島由
紀夫は、『金閣寺』（1956 年）の中で、主人公溝口と友
人柏木の会話にこの二項対立を登場させている。柏木が
溝口に「この世界を変貌させるのは認識だ」と説くのに対
し、溝口は、「世界を変貌させるのは行為なんだ」と反論
するのである（柏木はそれに冷たい微笑と雄弁な反駁を返
すのだが）。
コンピテンシー・ベースの教育が行為志向であるのに対

し、認識志向の代表的なものとして、国際バカロレア（IB）、
とりわけその総仕上げともいえるディプロマプログラム（DP）
の「知の理論（Theory of Knowledge: TOK）を挙げること
ができる。コンピテンシー論では学習者は「行為者（actor）」
として捉えられ、行為主体性（エージェンシー）が重視さ
れているが、TOKでは、「知る人（knower）」「考える人
（thinker）」として捉えられ、自分がこれまで学んできた知
識の性質と知るプロセスを探究し省察する機会が与えられる
（国際バカロレア機構，2020）。
興味深いことに、OECD Education 2030でコンピテンシー

が「ラーニング・コンパス」として描かれていたのに対し、
TOKでは知識を「地図」に見立てている（p. 9）。ただし、
前者ではコンパスが予測不可能な世界を進んでいくのを助
けることの喩えであるのに対し、後者では地図（＝知識）
が目的と文脈にそって「世界を単純化した表現」であり地
図製作者のものの見方が反映されているということの喩えと
して使われている。
さらに、TOKでは、複雑な問題を深く考察することを奨
励し、良し悪しをすぐには判断しないように、ときには未解
決のまま放置さえすべきことを生徒に促す（p. 9）。この判
断保留の態度は、行為・省察を繰り返しながら改善してい
くというOECD Education 2030の態度とは対照的である。
（2）ネガティブ・ケイパビリティ
以上の議論は、「ネガティブ・ケイパビリティ」の概念

につながる。精神科医の帚木（2017）は、詩人キー
ツ（Keats, J.）に由来する「ネガティブ・ケイパビリティ
（negative capability）」に光をあてて、現在の教育風潮
への批判を行っている。ネガティブ・ケイパビリティとは、「ど
うにも答えの出ない、どうにも対処しようのない事態に耐える
能力」、「性急に証明や理由を求めずに、不確実さや不
思議さ、懐疑の中にいることができる能力」（帚木，2017，

No. 77–79）を指す。キーツによれば、シェイクスピアのよう
な偉大な作家には、知的な混乱や不確実性に陥りながらも
芸術的な美しさのビジョンを追求する能力がある。それを彼
は「ネガティブ・ケイパビリティ」と呼んだ。一方、現在の
教育においては、「問題を早急に解決する能力」、すなわ
ち「ポジティブ・ケイパビリティ」の開発が教育だと信じられ、
実行されてきた――人が生きていく上では、解決できる問
題よりも解決できない問題の方がはるかに多いにもかかわら
ず――、と帚木は批判する。
現在そして未来が、不確実で曖昧な世界であるという認
識はネガティブ・ケイパビリティ論者にもコンピテンシー論者に
も一致しているが、前者は、その不確実性や曖昧さに耐え
る力の必要性を説き、後者は、行為と省察を繰り返しなが
ら手探りでも進んでいくことを唱える。
もっとも、コンピテンシー論の方でも、ネガティブ・ケイパビ

リティのような力がまったく無視されているわけではない。問
題を浅いレベルにとどめずに深いレベルにまで掘り下げてい
くとき、また、多くの人 を々巻き込んでその間の対立や葛藤
を調整しながら解決を図ろうとするときには、「どうにも対処
しようのない事態に耐える能力」や「不確実さや不思議
さ、懐疑の中にいることができる能力」が求められるから
である。欧州評議会の CDC（民主主義文化のためのコン
ピテンス）の枠組みの中に、「曖昧さへの耐性（tolerance 
of ambiguity）」や「対立・葛藤解決のスキル（conflict-
resolution skills）」が含まれていることにも、そのことは示さ
れている。
（3）構造とエージェンシー
「行為志向であること」について、最初に取り上げた対
概念は「行為と認識」だったが、もう一つ見落とせない
対概念が「構造とエージェンシー」である。「構造とエー
ジェンシー」は社会学の基本概念であり、とくによく知られ
ているのは、ギデンズ（Giddens, A.）の構造化理論であ
る。ギデンズによれば、社会構造は、人間の行為によって
作られていると同時に、行為を作り出す媒体でもある。例え
ば、私は日本語を話すという行為を行う際、日本語という構
造を用いているが、それによって日本語という構造を再生産
してもいる。つまり、構造を媒介してなされた行為が構造を
再生産するのである。このような考え方に立って、ギデンズ
は、「行為ないし行為主体性（agency）を世界内の事象
の継続する過程に対して、身体を持った存在（corporeal 
beings）が能動的にあるいは熟慮の上で因果的に介入し
ていく流れとして定義したい」（Giddens, 1993, p. 81）と述
べている24。
このような「構造とエージェンシー」という対概念を「地」

として見ると、多くのコンピテンシー論では、エージェンシー
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のみが際立ち、構造との相互作用が十分描かれていない
ことに気づかされる。〈構造→エージェンシー〉という方向
性だけでは「過剰な社会性」になるが、逆に、〈エージェ
ンシー→構造〉という方向性だけでは「過剰な能動性」
になる（倉田，2011）。
私たちは、行為志向であるというコンピテンシーの偏りに

自覚的である必要がある。コンピテンシーの三重モデルでは、
右向きの矢印で〈エージェンシー→構造〉を、左向きの矢
印で〈構造→エージェンシー〉を表現することとした。

6.2．「ホリスティックで統合的であること」をめぐって
（1）トータル・コンピテンシー
コンピテンシーについて最も多くの批判が寄せられてきた
のは、「ホリスティックで統合的」という点だろう。
臨床心理士の武田（2021）は、DeSeCoのキー・コン

ピテンシーを「組織のトータル・コンピテンシー」との対比
によって批判している。キー・コンピテンシーは、他のコン
ピテンシーと同様にホリスティックで統合的な性格をもってお
り、そのようなコンピテンシーをすべての個人に獲得させるこ
とを目標としている。一方、「トータル・コンピテンシー」とは
「関係する人たちの総体的な力」のことである。『さるか
に合戦』で、カニ、栗、臼、蜂、牛糞がそれぞれの個性
と力を発揮して猿を懲らしめたように、組織・集団の中では、
一人の個人にコンピテンシーのすべての面を求めるべきでは
なく、多様なメンバーが関係性を築きながら、組織・集団
が総体として必要なコンピテンシーをもてればよいというのが、
トータル・コンピテンシーの考え方である。
この武田の批判は、状況論によって行われてきた「個体
能力主義」批判の延長線上にある。「個体能力主義」と
は、「皮膚を境にした個人という生体の能力をいかに高め
るのかを教育の目標として設定していること」（石黒，1998，
p. 109）をさす。2010 年代以降、教育政策においても協
働や対話が重視されるようになってきたが、成績評価や入
試などの場面では、依然として他者という要因を排除して
個人の能力を測ることが求められる。その意味で、個体能
力主義的な考え方は今でも根強い。しかも、コンピテンシー
論においては、それがホリスティックな性格をもつことから、
一人の人間に、知識や認知的スキルにとどまらず、社会・
情動的スキルや態度・価値観まで含め、あれもこれも要求
しているようにみえる。
こうした批判に対して、どう応答することができるだろう
か。まず確認しておきたいのは、パフォーマンスとコンピテン
シーの区別である。例えば、『さるかに合戦』で、カニた
ちが協同して猿を懲らしめることができたというのは、それぞ
れのコンピテンシーが組み合わされて行われたパフォーマン

ス（遂行）である。そこでは、「異質な人々からなる集団
で相互に関わりあう」（とくに「チームを組んで協同し、仕
事をする」）というコンピテンシーが発揮されていた。たとえ、
それぞれが独自の個性と力をもっていたとしても、このコンピ
テンシーがなければ、パフォーマンスは行えなかったはずで
ある。集団になればいつでもこういうことができるわけではな
い。「社会手抜き」や「フリーライダー」はグループワーク
ではよく知られた現象である。
さらにいえば、DeSeCoのキー・コンピテンシーでも他のコ
ンピテンシーでも、メンバー間の異質性や多様性は排除さ
れていない。それどころかむしろ前提とされている。とりわ
け CDC（民主主義文化のためのコンピテンス）では、「文 
化的な他者性や他の信念・世界観・習慣に対する開放
性」など、他者性・異質性・多様性に開かれていることが
目標に掲げられていた。
とはいえ、「ホリスティックであること」が、これまで学力
の評価において使われてきた一次元的尺度を、認知的・
社会的・情動的なスキルや態度・価値観にまで広げるとい
う危うさをもつことについては警戒しなければならない。
ホリスティックな性格をもつ能力を教育目標として設定する
場合には、それが「垂直的序列化」（＝相対的で一元的
な「能力」に基づく選抜・選別・格づけ）や「水平的画
一化」（＝特定のふるまい方を全体に要請する圧力）（本
田，2020，p. 20）にならないような手立てを講じる必要がある。
3.4.で述べたように、CDCでは、異なる意見の理解や表
明を促して異議申し立てを認めること、ハイステイクスな評
価では態度・価値観の評価を行わないことなどで、「水平
的画一化」に陥る危険性を最小化しようとしていた。
一方、「垂直的序列化」については、コンピテンシーの
各側面において保証すべき一定のレベル（最低閾値）を
満たせば、それ以上は、むしろ凸凹があることを積極的に
認めるようなスタンスが必要だろう。どのコンピテンシーにつ
いてもより高いレベルをめざすのは、「一人の人間にあれも
これも要求」することになり、垂直的序列化の範囲を拡大 
するという陥穽におちいることになるからである。とりわけ、
「相対的で一元的な『能力』に基づく選抜・選別・格づ
け」が行われる入試などのハイステイクスな評価において、
評価する側はそのことに自覚的である必要がある。
（2）知識の位置づけ
「ホリスティックで統合的であること」は、学校教育にお
ける知識の価値を損なっているという批判も引き起こしている。
社会学者の吉見俊哉（吉見，2016）は、かつての教
養教育・一般教育と区別される今日の共通教育の特徴を
明確に示すのが「コンピテンス」だとして、次のような批判
を展開している。今日、「コンピテンス」の概念で焦点化さ
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れるのは「知の中身よりも活用・処理の技能」であり、そ
の分、核となるべき「教養」の内実は空洞化している。プ
レゼンテーション能力、コミュニケーション力、課題解決力な
ど、実に様 な々「力」に関心が向けられているが、そうし
たなかで近現代を通じて大学が育んできた知識そのものへ
の関心は減退しているようにみえる、と。ここでは、〈コンピ
テンスvs.教養（知識）〉という対立図式の中でコンピテン
ス批判がなされている（松下，2016）。
初等・中等教育の教科教育学の分野でも、冒頭に述べ

たように、コンピテンシーの流行は、知識を軽視し、どの教
科でもあてはまるジェネリック・スキルへの傾斜を導きやすい
という批判がなされていた。
一方、本稿では、これまでのコンピテンシー研究をふまえ

て、「ある要求・課題に対して、内的リソース（知識、ス
キル、態度・価値観）を結集させつつ、対象世界や他者
と関わりながら、行為し省察する能力」と定義した。この
定義に従えば、コンピテンシーは単なる「活用・処理の技
能」や「ジェネリック・スキル」ではなく、また、知識もコン
ピテンシーを構成する重要な要素であることは明らかである。
実際、CDC（民主主義文化のためのコンピテンス）の
枠組みでは「知識と批判的理解」のカテゴリーが組み入
れられ、二層モデルによってコンピテンシー（コンピテンス）
の重要な部分であることが示されていた。ましてや、医療
系において、専門分野の知識をなおざりにすることなどあり
えない。PEPA（重要科目に埋め込まれたパフォーマンス評
価）では、「重要科目」において、他の科目で学んできた
知識、スキルなどを結集させつつ、課題に取り組む中でコ
ンピテンシーの発揮・育成が図られていた。もちろん、専
門的な分野固有の知識やスキルはそれだけに焦点化して
教え学ぶことも必要である。PEPAでは、そうした専門的な
分野固有の知識やスキルの教授・学習は、主にそれを目
標とする科目で行われることが想定されている。
本稿で取り上げたどのコンピテンシー論でも「知識」は
重要な構成要素として含まれている。にもかかわらず、「知
識軽視」という批判がなされるのはなぜだろうか。
まず挙げられるのは、コンピテンシー（資質・能力）を肯
定的に捉える議論の中に、知識とコンピテンシー（資質・
能力）を別個のカテゴリーとみるものがあるということである。
例えば、国立教育政策研究所（2016）では、〈内容知識
vs.資質・能力〉という形で対立図式が描かれ、教科等の
内容と資質・能力を学習活動でつなぐことが提唱されてい
る。「コンテンツ・ベースからコンピテンシー・ベースへ」と
いうフレーズも、コンピテンシーと知識は別物だというイメージ
を作り上げている。
また、かつての「知識」中心と比較すると、「スキル」

や「態度・価値観」も入ってきたことによって知識の相対
的な地位低下が引き起こされた（具体的には知識獲得に
費やす時間や労力が低下した）ということもある。

OECDの PISA調査の影響も無視できない。コンピテン
シー概念の中で最もよく知られているのはOECDのキー・コ
ンピテンシーだろうが、それは PISA調査を概念的に基礎
づけたものとみなされてきた。PISA調査は、まさに「知の
中身よりも活用・処理の技能」に焦点をあててグローバル
に共通する機能的リテラシーを測定しており、そこでは、吉
見のいう「文化資本としての国民的知識」は射程外に置
かれている（松下，2014）。この PISA調査の性格が「知
識軽視」というイメージをもたらしていることは想像に難くな
い 25。
さらにいえば、そもそも、知識を「内的リソース」として
扱うことが、知識を道具主義的に捉えていて、知識それ自
体を価値あるものとする見方に反するという人もいるだろう。
この論点は、第三の本質的特徴である「要求に応えるも
のであること」への批判につながっていく。

6.3．「要求に応えるものであること」をめぐって
（1）ケイパビリティ・アプローチ
教科教育学においてコンピテンシー批判を展開している

中心的論者の一人、イギリスの地理教育研究者ランバート
（Lambert, D.）は、教育社会学者ヤング（Young, M.）の
「力強い知識（powerful knowledge）」という概念を用い
て知識の復権を図っている。
「力強い知識」は、「エビデンスにもとづいている／抽象
的で理論的（概念的）である／思考のシステムの一部で
ある／ダイナミックで、進化し変化するが、信頼できる／検
証可能で、異議申し立ての余地がある／ときには直観に反
する／教師と学習者の直接経験の外に存在する／ディシプ
リンにもとづいている」といった特徴をもつ知識のことである
（Lambert, 2014, pp. 7f）。これをみた限りでは、「力強い
知識」は、ヴィゴツキー（Vygotsky, L. S.）がかつて「生
活的概念」と対比させた「科学的概念」や、認知心理
学や教科教育学において「素朴概念」と対置されてきた
「科学的概念」と大差ないようにみえる。違いがあるとす
れば、「力強い知識」を与えることが社会的公平性をもた
らす上で必要と捉えられていることだろう（学力の低い生
徒向けのスキルベースのカリキュラムが、教育格差を拡大
すると考えられているためである）。
興味深いのは、ランバートらが、単に知識の復権を図る

にとどまらず、「知識主導型（knowledge-led）」のカリキュ
ラムとOECDや EUなどの「目的主導型（aims-led）」の
カリキュラムとを調和させるものとして、「ケイパビリティ・ア



京都大学高等教育研究第27号（2021）

―  101  ―

プローチ（capabilities approach）」を提唱している点である
（Lambert, 2014；志村，2021）。
ケイパビリティ・アプローチについては、3.3.でもふれたが、

ここで、このアプローチの創始者であるセン（Sen, A.）の
理論を詳しくみてみよう26。
センはまず、人間の生活を、相互に関連した「機能

（functionings）」（ある状態になったり、何かをしたりす
ること、つまりbeingとdoing）の集合として捉える。例え
ば、人間にとって重要な機能は、「適切な栄養を得ている」
「健康状態にある」といった基本的なものから、「幸福だと
感じている」「自尊心を持っている」「社会生活に参加して
いる」といった複雑なものまで多岐にわたる。個人のウェル
ビーイングは、このような多様な機能からなる生活の質、生
活のよさ（well-ness）としてみることができる。
「ケイパビリティ」とは、「ある個人が選択可能な機能の
すべての組み合わせ」であり、「どのような生活を選択で
きるかという個人の自由」（セン，1999，pp. 59–60）を表
している。ケイパビリティは、どんな状態になることができる
か、何をすることができるかという選択肢の幅を示すもので
あり、実際には、その中から選択が行われ、現実の生活
の中身（達成された機能）が決まる。「ケイパビリティとは、
第一に、価値ある機能を達成する自由を反映したものであ
る」（p. 70）。
こうした機能とケイパビリティの関係とあわせて、資源（リ

ソース）とケイパビリティの関係も重要である。例えば、腎
臓障害で透析を必要とする人は、所得が高いとしても、そ
れを機能に変換する際の困難を考えれば、所得は依然とし
て不足しているかもしれない。したがって、所得（経済的
資源）からどのような機能（健康状態にある）を実現でき
るかというケイパビリティを抜きにして、所得だけみるのでは
不十分だということになる。
このように、ウェルビーイングを論じる際には、達成され
た機能だけみるのでも、資源だけみるのでも不十分であり、
資源からどのような機能を選択し実現できるかというケイパビ
リティに目を向けるべきだということになる。これがセンのいう
ケイパビリティ・アプローチである。
では、教科教育学におけるケイパビリティ・アプローチ

の論者たちが、コンピテンシーを批判しながらケイパビリティ
を肯定するのはなぜだろうか。「アマルティア・センの厚生
経済学や人間の潜在能力（potentials）と開発への関心
から生まれたケイパビリティ・アプローチの意義は、若者の
考える自由――見極め、選び、情報を得た上で正当な
選択をする自由――を拡大するという点にある」（p. 8）と
Lambert（2014）は述べる。つまり、コンピテンシーが要
求に応える能力であるのに対して、ケイパビリティは要求を

定めず人の思考し選択する自由を拡大する能力だと捉えら
れていること、そして「力強い知識」のような学問的知識
（科学的概念）が自由の拡大に寄与すると考えられている
こと、そうしたことが理由なのだろう。
（2）コンピテンシーとケイパビリティの接近
だが、興味深いことに、このような概念的差異を残しな
がらも、近年、両者は接近している27。3.3.でみたように、
OECDは2011 年以来、ウェルビーイングの枠組みの構築
とその指標の作成に取り組んできており、その中にはウェル
ビーイングとケイパビリティについてのセンの理論が組み込ま
れている。
もともとDeSeCoでもケイパビリティへの言及はあったが

（松下，2009）、Education 2030では、個人と社会のウェ
ルビーイングがコンピテンシーのめざす先とされ、また、要
求・課題を生徒自らがエージェンシーとして設定することが
重視されるようになったことで、いっそう緊密に関連づけられ
るようになった。

OECDの BLI（より良い暮らし指標）における「現在の
ウェルビーイング」の11の側面は、センのいう「機能」の
リスト28と解釈することができる。ウェルビーイングのかたちは、
人それぞれによって異なるだろうし、まさに個人の選択の自
由に任されるべきだが、政策側が社会のウェルビーイングの
水準を引き上げ、また不平等を縮小していくための大きな方
向性をこのような仕方で示すことには十分な意味がある。

Education 2030のコンピテンシーが、こうした個人と社会
のウェルビーイングを現在そして未来に向けて築いていくた
めの能力だとすれば、それはケイパビリティとかなりの程度、
重なり合うものになっていくだろう。
（3）誰の・どんな要求か
とはいえ、個人と社会のウェルビーイングというゴールは、
あまりに抽象的で多岐にわたる。また、個人のウェルビーイ
ングと社会のウェルビーイングが一致するとも限らない。ウェ
ルビーイングの実現のために国や教育機関や教師が設定し
た要求・課題が、特定の個人には受け入れがたく、選択
の自由を侵されていると感じられる場合もあるだろう。個人と
社会のウェルビーイングの実現のために必要なのだから、こ
のコンピテンシーを形成しなさいと迫られる――そのような押
しつけがましさが、コンピテンシーにはつきまとう。
一方、CDC（民主主義文化のためのコンピテンス）で

は、「人間の尊厳と人権」「文化の多様性」「民主主義、
正義、公正、平等、法の支配」といった価値観を学ぶが、
同時に、「文化的な他者性や他の信念・世界観・習慣に
対する開放性」の態度も身につけることで、それらの価値
観自体に異議を申し立てることが担保されている。また、医
学教育のコンピテンシーの場合は、個人が選択した職業上
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のかなり具体的な要求であり、学習者の側にもそれを受け
入れる用意があるとみてよいだろう。
こうしてみると、コンピテンシーにおけるエージェンシーは、
目標を設定し、結果を予期し、行為し、省察する主体であ
るだけでなく、自分自身の価値を選択し形成していく主体で
もあることが確認される必要がある。人が自分にとって価値
ある行為をしたり価値ある状態になる能力をもつことは、ケ
イパビリティだけでなくコンピテンシーにも求められるのである。

7．まとめと今後の課題
7.1．まとめ
本稿では、21 世紀前半の世界的な教育改革のキー概
念であるコンピテンシーについて、歴史的考察や代表的な
4つの事例の検討をふまえて、その本質的特徴を抽出し、
「コンピテンシーの三重モデル」を提案した。本稿の考え
るコンピテンシーの本質的特徴とは、行為志向であること、
ホリスティックで統合的であること、要求に応えるものである
こと、生涯を通じて発達・変容するものであること、の4つ
である。コンピテンシーは分野固有の能力としても考えられ
ることがあることから、汎用性は本質的特徴に含めなかった。
「コンピテンシーの三重モデル」には、3つの要素（知
識、スキル、態度・価値観）、3つの関係性（対象世界と
の関係、他者との関係、自己との関係）、3つの層（知識、
スキル、態度・価値観の層－コンピテンシー（狭義）の層
－行為と省察の層）という3種類の三つ組が含まれる。こ
のモデルにそって、本稿では、コンピテンシーを「ある要
求・課題に対して、内的リソース（知識、スキル、態度・
価値観）を結集させつつ、対象世界や他者と関わりながら、
行為し省察する能力」と定義した。
コンピテンシーをこのように把握することは、カリキュラムと
評価に具体的な示唆を与える。本稿では、「資質・能力
の3つの柱」の見直し、カリキュラムにおける統合の必要性、
PEPA（「重要科目に埋め込まれたパフォーマンス評価」）
の提案、コンピテンシーの発達・変容の把握、を挙げた。
これまで、コンピテンシーに対しては数多くの批判が投げ
かけられてきた。本稿では、それらの批判を、コンピテンシー
の本質的特徴にそって検討しながら、コンピテンシーという 
概念の意味的な偏りや危うさを浮かび上がらせるとともに、
それへの対応について議論した。批判の中には、根拠の
乏しいもの、局所的にしかあてはまらないものもあり29、そう
したものは取り上げていない。
コンピテンシー概念の意味的な偏りを浮かび上がらせる
対概念としては、〈行為－認識〉、〈エージェンシー－構造〉、
〈所有－関係〉、〈ホリスティックな能力－知識〉、〈他者・
社会からの要求－価値の選択・形成〉などが挙げられる。

コンピテンシーはこれらの対において、いずれも前者の方に
偏りをもつ概念である。どんな概念も意味空間において何ら
かの偏りをもつものなので、偏り自体は問題ではない。問題
になるのは、そのような偏りが意識されず（あるいは意図的
に隠蔽され）、それだけが教育目的として価値があるように
見せられるときである。例えば、ミネルヴァ大学は明確にコン
ピテンシーを目標に掲げているが、学習者がそのことを理解
した上で入学すべき大学かどうかを判断できる。だが、公
教育（特に義務教育）の目標がコンピテンシーのみで描か
れるのは望ましいことではない。
コンピテンシー論の内部においても、このような偏りが意識

されて、調停、包含、接近などが図られている場合もある。
例えば、DeSeCoでは、所有論と関係論、個体的能力観
と関係的能力観を調停しようとしており、それは本稿の「コ
ンピテンシーの三重モデル」にも反映されている。また、〈ホ
リスティックな能力－知識〉については、前者が後者を包
含する関係にある。さらに、〈他者・社会からの要求－価
値の選択・形成〉は具体的にはコンピテンシーとケイパビリ
ティの対比として捉えられるが、近年、両者は接近しており、
コンピテンシーの中にも「価値の選択・形成」という面が取
り入れられようとしている。
コンピテンシーの「偏り」が「危うさ」に転化しないよう
にするためには、とくに、コンピテンシーの評価がどう行われ
ているか、要求が誰の・どんな要求か、を注視する必要
がある。ここでは前者について敷衍しておこう。コンピテン
シーのホリスティックな性格は、人を見るレンズを増やし多様
性を把握するのに寄与するはずだが、一方で、それが個
人の評価（とりわけ入試などのハイステイクスな評価）にお
いては、あたかも工業製品のスペックのような、人の “性能”
のリスト化につながりかねない。ハイステイクスな評価では態
度・価値観の評価を行わないこと、コンピテンシーにおいて
一定のレベル（最低閾値）を保証する努力は行われるべ
きだが、それ以上は「垂直的序列化」よりは「水平的多
様化」が重視されるべきであることを、あらためて確認して
おきたい。

7.2．今後の課題
（1）コンピテンシーの階層性と統合性
最後に、今後の課題を2点挙げておこう。一つは、コン

ピテンシーの階層性と統合性をどう具体化するかという課題
である。
ミネルヴァ大学ではこの課題に対して明確な回答を差し出

している。コンピテンシーは〈実践知―4つのコア・コンピテ
ンシー（批判的思考など）―80 個ほどのHCs（#audience
など）〉という階層性をもつ。HCs（habits of mind & 
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foundational concepts）はスキルと知識のまとまりであり、目
標であり評価対象でもあるコンピテンシーの最小単位であ
る（態度・価値観は、「人格面での学習成果（character 
outcomes）」として目標に掲げられているが、いわば方向目
標的なものであり、直接評価の対象にはなっていない）。ま
た、統合の機会は多段階的に設けられており、最後は、2
年間かけて、一般教育（HCs）と専門教育（分野別の
知識・スキル）での学習成果を統合するキャップストーンに
取り組む。
新潟大学歯学部の場合は、「高い歯科臨床能力」とい

うディプロマ・ポリシーの下に、「知識・理解」「当該分野
固有の能力」「汎用的能力」「態度・姿勢」というリソー
スの構成要素にそって教育目標が設定されている。コンピ
テンシーの階層化はここまでで、これ以上細分化されること
はない。また、統合は「重要科目」において組織的に行
われているが、それ以外の科目での統合は各教員の判断
と科目の授業形態（講義・演習・実験・実習など）に依
存する。
いずれも先進的な事例であるが、階層性と統合性の具
体化の仕方はこのように大きく異なる。片やアメリカのリベラ
ルアーツ系大学、片や日本の医療系専門職養成学部とい
う違いも関係しているが、むしろカリキュラム編成の違いによ
るところが大きい。コンピテンシーの階層性と統合性のあり方
については、引き続き、様 な々事例をもとに検討していきたい。
（2）コンピテンシーと文化の伝達
コンピテンシーへの批判は、文化としての知識の伝達を
重視する立場から多くなされてきた。ヤングの「力強い知
識」を土台にした教科教育学からの批判は、その代表例
である。
だが、コンピテンシーを構成する要素のうち、知識だけ
が特権的に扱われるのはなぜなのだろうか。高度情報化
社会においては、知識の更新のされ方が急速でインターネッ
トによる外部化も進んだために、知識の価値の相対的低下
が生じている。だからこそ、断片化した情報ではなく、体
系的な知識を学校で教えることが不可欠だという論は納得
できる。だが、〈日常生活で学ぶことができないが価値のあ
る文化内容〉というのは、知識に限られない。知識を重視
する立場からの根強いコンピテンシー批判は、これまでの教
育が「知識」中心であり、「スキル」や「態度・価値観」
が伝えるべき文化として十分認識されてこなかったことの裏
返しなのではないだろうか。
ヘンリック（2019）によれば、文化には、「道具、技術、
経験則、習慣、規範、動機、価値観、信念など、成長
過程で他者から学ぶなどして後天的に獲得される、ありとあ
らゆるものが含まれる」（No. 7983）。そして、「［ヒトが］一

見賢く見えるのは、先祖代々受け継がれてきた知識や技術
や習慣など、膨大な文化遺産の宝庫から、知的アプリケー
ションをふんだんにダウンロードして利用しているからなのだ」
（No. 7686）という。文化が上のように多様な内容を含むの
であれば、わかち伝えるべき価値ある内容は「知識」に
限定されない。コンピテンシーを、文化の伝達と対比するの
ではなく、文化の伝達の幅を広げるものとして捉え直したい。

注
1 『朝日新聞』土曜版、2012 年 12月8日付。なお、この
記事では、コンピテンシーを「1990 年代の米国でブームに
なり、日本企業に広がった人事評価用語。『ある仕事で高
い業績をあげている人の行動の特徴』の意」と説明して
いる。
2 後に紹介するドイツの教育学者ブレツィンカ（Brezinka, 
W.）は competenceにあたるドイツ語として Tüchtigkeitを挙
げている。
3 「教育課程の考え方については、ともすれば、学ぶべき
知識を系統的に整理した内容（コンテンツ）重視か、資
質・能力（コンピテンシー）重視かという議論がなされがち
であるが、これらは相互に関係し合うものであり、資質・能
力の育成のためには知識の質や量も重要となる」（中教審，
2016，p. 30，注 63）と述べられている。
4 実際、特定の単語の検索の動向（2004 年以降）がわ
かるGoogleトレンドで調べてみると、2021 年 8月現在まで
で「資質」が最も多く検索されたのは、教育基本法の改
正が議論されていた2006 年 6月である。
5 「資質」が「能力や態度、性質などを総称するもの」で
あるなら、「資質・能力」と並べるのは変だが、その後の
教育政策文書で、そこまで資質の意味を広く捉えることは
行われていない。その結果、「能力」以外の「態度、性
質など」の部分が「資質」の意味として残ることになった。
6 3.1.は松下（2018, pp. 68–70）から抜粋の上、修正を加
えたものである。
7 英語の辞書をみるとわかるように、competentには「有能
な」の他に、「要求にかなう」「適格の」といった意味が
ある。
8 3.2.（1）は松下（2010, pp. 20–22）を加除修正したもの
である。
9 reflectiveには思慮深いという意味もあるので、reflectiveness
の訳語としては「思慮深さ」もありうるが、ここでは
reflectionとの意味的なつながりが明確になるよう「省察
性」と訳した。
10 関係的能力観と個体的能力観については、樋口（2010）
で詳しく論じられている。
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11 2011 年に始まり、その後、「地方創生イノベーションス
クール2030」（2015～）、「きょうそうさんかくたんけんねっと」
（2021～）へと引き継がれている。
12 OECD Education 2030の概念の訳については、一部を
除いて基本的に白井（2020）にそっている。
13 「知識」には、教科の知識、教科横断的な知識、知識
に関する知識（epistemic knowledge）、手続的知識、「ス
キル」には、認知的・メタ認知的スキル、社会・情動的ス
キル、身体・実践的スキル、「態度・価値観」には、個
人的な態度・価値観、地域の態度・価値観、社会の態
度・価値観、グローバルな態度・価値観が挙げられている
（OECD, 2018）。
14 well-beingには、「幸福」「幸福度」「福祉」「良い状
態」といった訳語もあてられるが、本稿では、「ウェルビー
イング」という訳語を基本とした。
15 ただし、PISA 2015では、認知的な機能を調査問題に
よって、また、心理的・社会的・身体的な機能を質問紙に
よって評価しており、かなり限定されたものになっている。
16 白井（2020）では「見通し・行動・振り返り」と訳
されているが、OECD（2019）のAARの章ではショー
ン（Schön, D.）が引用されており、ショーンの用語としては
「行為の中の省察（reflection in action）」といった訳語
が定着していること、後述の社会学におけるエージェンシー
（行為主体性）の概念とも関連づけて議論したいことから、
本稿では「予期・行為・省察」という訳語にした。
17 原語では「下位」にあたる修飾語はついておらず、単
に複数形で表されている。
18 「新しい」とはいえ、Frank et al.（2010）によれば、50
年以上前から提案されていたものが、最近になってようやく
注目されるようになったのだという（p. 639）。
19 OECD（2015）では、スキルを、「個人のウェルビーイン
グや社会経済的進歩の少なくとも一側面に影響を与え（生
産性）、意義のある測定が可能であり（測定可能性）、環
境の変化や投資により変化させることができる（可変性
malleability）、個人の特徴」と定義しているが（OECD, 
2015, p. 34）、Education 2030（OECD, 2019）では、「ラー
ニング・コンパス」が評価の枠組みではないことが明記さ
れている（p. 23）。
20 「3・3・1モデル」（松下，2016）とは、「〈3次元×3軸
と省察性〉からなる資質・能力のモデル」のことである。
本稿の「三重モデル」では、3次元を「3つの要素」、3
軸を「3つの関係性」、省察性を「行為と省察」という形
で取り込んだ。
21 松下（2019）では、「資質・能力の3つの柱」と三重
モデルとの関係についてより詳しく論じている。

22 2017・2018 年改訂の学習指導要領から、小・中は従
来通り「総合的な学習の時間」だが、高校は「総合的
な探究の時間」に変更された。
23 「歯学部の3つのポリシー（歯学教育プログラム）」
（https://www.niigata-u.ac.jp/information/2020/68104/）
参照。
24 括弧内は倉田（2009, p. 28）による訳である。なお、邦
訳（ギデンズ，2000）では agencyを「行為能力」と訳
している。この訳語については、訳者あとがきで、「両者
［＝actionとagency］の定義は、agencyが具体的な行為 
（action）を可能にさせる『別様にもおこないうる』潜在能力
（capabilities）を指す、そうした一般的な定義づけに私は
したがっている」（p. 293）というギデンズの回答が紹介さ
れている。agencyが行為を別様にも行いうるケイパビリティ
であるという考え方は、6.3.で検討しているコンピテンシーと
ケイパビリティの類似性を支持するものとして興味深い。
25 例えば、フランスの教育社会学者ボネリー（Bonnéry, S.）
は、PISAの性格をコンピテンシー批判の根拠の一つとして
いる（ボネリー，2021）。
26 以下のケイパビリティ・アプローチの説明は、松下
（2009）から一部抜粋し、修正したものである。
27 「力強い知識」の提唱者であるヤング（Young, M.）も
OECD Education 2030の報告書（OECD, 2019）の協力
者リストに名前を連ねている。
28 セン自身は、機能やケイパビリティのリストを作ることには
否定的だったが（吉田，2020）、このように解釈することは
可能である。
29 例えば、ボネリー（2021）は、「［コンピテンシー概念
の］背景には心理学でいう自然発生説および生得説がある」
（p. 24）と述べているが、この主張は本稿で取り上げたい
ずれのコンピテンシー概念にもあてはまらない。
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What Are Competencies in Education?  
Their Essential Characteristics and the Triple Model

Kayo Matsushita
(Center for the Promotion of Excellence in Higher Education, Kyoto University)

In this paper, we characterized the essential features of competency, a key concept in recent global educational 
reforms, based on a review of representative case studies, and proposed a Triple Model. The four essential 
features are action-oriented, holistic and integrative, demand-responsive, and developmental and transformational 
throughout life. The Triple Model includes three types of triads: three elements (knowledge, skills, attitudes & 
values), three relationships (objects, others, self), and three layers (internal resources, competencies (narrow sense), 
action and reflection). In line with this model, this paper defined competency as “the ability to mobilize internal 
resources (knowledge, skills, attitudes & values) in response to a particular demand or task, and to act and reflect 
while interacting with the objects and others.” This perspective on competency provides concrete suggestions 
for curriculum and assessment, including a review of the “three pillars of competency,” the need for integration 
in the curriculum, a proposal for PEPA (Pivotal Embedded Performance Assessment), and an understanding of 
the development and transformation of competency. This paper has also highlighted the possibility of a semantic 
bias by examining the criticisms of competency along its essential features. At the same time, we pointed out that 
in order to prevent the “bias” of competency from turning into a “threat,” it is necessary to pay attention to how 
competencies are assessed and whose and what demands they are responsive to.

Keywords: Competency (Competence), Triple model of competency, Qualities and abilities, Capability, Well-being


